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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第136期 第137期 第138期 第139期 第140期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収益 百万円 24,824 23,674 23,201 22,764 22,646

経常利益 百万円 177 302 640 839 1,065

当期純利益又は当期純損失

（△）
百万円 125 △2,511 578 606 1,107

包括利益 百万円 118 △1,950 784 704 2,087

純資産額 百万円 12,530 10,579 11,360 11,766 13,899

総資産額 百万円 104,936 101,016 98,966 97,510 96,472

１株当たり純資産額 円 155.62 131.40 141.13 146.20 172.74

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）
円 1.56 △31.19 7.18 7.53 13.76

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 11.9 10.5 11.5 12.1 14.4

自己資本利益率 ％ 1.0 △21.7 5.3 5.2 8.6

株価収益率 倍 153.2 － 42.5 45.2 25.9

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 2,766 2,868 4,205 4,410 3,592

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △1,479 △1,541 △1,631 △2,280 △1,832

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △1,307 △1,085 △2,331 △2,403 △1,880

現金及び現金同等物の期末

残高
百万円 1,064 1,306 1,549 1,275 1,155

従業員数
人

948 906 863 837 828

［外、平均臨時雇用者数］ [791] [728] [734] [767] [793]

 （注）１ 営業収益には、消費税等は含まれていない。

２ 第136期、第138期、第139期及び第140期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在

株式が存在しないため記載していない。第137期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」について

は、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

３ 第137期の「株価収益率」については、当期純損失であるため記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第136期 第137期 第138期 第139期 第140期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収益 百万円 20,354 19,361 19,090 18,366 12,536

経常利益 百万円 89 173 575 664 814

当期純利益又は当期純損失

（△）
百万円 94 △2,719 561 526 960

資本金 百万円 11,710 11,710 11,710 11,710 11,710

発行済株式総数 千株 80,615 80,615 80,615 80,615 80,615

純資産額 百万円 13,200 11,041 11,794 12,412 13,793

総資産額 百万円 102,055 97,679 95,808 94,883 94,468

１株当たり純資産額 円 163.90 137.10 146.48 154.19 171.38

１株当たり配当額

円

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）
円 1.18 △33.77 6.98 6.54 11.94

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 12.9 11.3 12.3 13.1 14.6

自己資本利益率 ％ 0.7 △22.4 4.9 4.3 7.3

株価収益率 倍 202.5 － 43.7 52.0 29.8

配当性向 ％ － － － － －

従業員数
人

540 527 509 502 494

［外、平均臨時雇用者数］ [119] [117] [125] [146] [152]

 （注）１ 営業収益には、消費税等は含まれていない。

２ 第136期、第138期、第139期及び第140期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在

株式が存在しないため記載していない。第137期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」について

は、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

３ 第137期の「株価収益率」については、当期純損失であるため記載していない。
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２【沿革】

　当社の設立から現在までの沿革は、次のとおりである。

年月 摘要

大正15年３月 神戸有馬電気鉄道株式会社設立（資本金500万円）

昭和３年11月 神有線運輸営業開始（現有馬線）

昭和３年12月 三田線運輸営業開始

昭和11年11月 三木電気鉄道株式会社設立（資本金60万円）

昭和11年12月 鈴蘭台・広野ゴルフ場前間運輸営業開始

昭和12年12月 広野ゴルフ場前・三木上の丸間運輸営業開始

昭和13年１月 三木上の丸・三木間運輸営業開始

昭和22年１月 神戸有馬電気鉄道株式会社と三木電気鉄道株式会社が合併、神有三木電気鉄道株式会社に商号変更

昭和24年４月 神戸電気鉄道株式会社に商号変更

昭和24年６月 大阪証券取引所に上場

昭和24年10月 乗合バス営業開始

昭和26年12月 三木・小野間運輸営業開始

昭和27年４月 小野・粟生間運輸営業開始

昭和32年４月 不動産事業営業開始

昭和40年１月 鈴蘭台・谷上間複線営業開始

昭和41年３月 谷上・有馬口間複線営業開始

昭和43年４月 神戸高速鉄道新開地駅乗入れ運輸営業開始

昭和45年３月 鈴蘭台車両工場及び検車庫竣工

昭和50年７月 神鉄ビル竣工、本店移転　神戸市兵庫区大開通１丁目１番１号

昭和54年11月 見津信号場・押部谷間複線営業開始

昭和55年８月 流通事業営業開始

昭和57年10月 西鈴蘭台・藍那間複線営業開始

昭和59年10月 第二車庫第一期工事竣工

昭和62年４月 鉄道事業法の施行に伴い、第１種鉄道事業として営業開始

昭和63年４月 神戸電鉄株式会社に商号変更

昭和63年４月 第２種鉄道事業（湊川・新開地間）営業開始

昭和63年４月 谷上駅移設工事竣工

平成元年３月 川池信号場・見津信号場間複線営業開始

平成元年10月 第二車庫第二期工事竣工

平成３年３月 横山・三田間複線営業開始

平成３年10月 公園都市線運輸営業開始（横山・フラワータウン間）

平成７年５月 本店移転　神戸市北区山田町下谷上字明田８番地の１

平成８年３月 フラワータウン・ウッディタウン中央間運輸営業開始

平成10年３月 岡場・田尾寺間複線営業開始

平成10年９月 自動車事業を神鉄バス株式会社（平成10年４月１日設立）に営業譲渡

平成11年10月 ストアードフェアシステム「スルッとＫＡＮＳＡＩ」に参入

平成12年４月 介護事業営業開始

平成13年４月 健康・保育事業営業開始

平成16年７月 本店移転　神戸市兵庫区新開地１丁目３番24号

平成25年７月

平成26年４月

東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所に上場

流通事業のうち、食品スーパー事業を株式会社神鉄エンタープライズに事業譲渡、また駅売店業を

神鉄観光株式会社に事業譲渡
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　関係会社の設立から現在までの沿革は、次のとおりである。

年月 摘要

昭和34年10月 神戸電気鉄道株式会社の旅行、誘致宣伝部門を株式会社神鉄交通社として設立

昭和36年12月 株式会社神鉄交通社が神鉄観光株式会社に商号変更

昭和37年２月 神鉄交通株式会社設立

昭和42年３月 有馬土地開発株式会社の株式取得

昭和44年４月 大阪神鉄交通株式会社設立

昭和44年７月 株式会社神鉄モータープール設立

昭和47年６月 神鉄不動産株式会社設立

昭和48年５月 株式会社神鉄エンタープライズ設立

昭和49年７月 神鉄不動産株式会社が株式会社神鉄モータープールを吸収合併

昭和50年２月 株式会社神鉄会館設立

昭和53年２月 株式会社神鉄運輸サービス設立

昭和53年10月 神鉄自動車整備株式会社設立

昭和54年12月 有馬土地開発株式会社が神鉄兵庫ゴルフ株式会社に商号変更

昭和56年８月 株式会社神鉄運輸サービスが神戸電気鉄道株式会社の一般貸切旅客自動車運送事業を営業譲受

昭和57年７月 株式会社神鉄会館が神鉄産業株式会社に商号変更

昭和59年４月 株式会社神鉄ファイナンス設立

昭和60年12月 株式会社エス・シー・エス設立

昭和61年３月 神鉄交通株式会社が神鉄自動車整備株式会社を吸収合併

昭和61年４月 神鉄住宅販売株式会社設立

昭和61年８月 神鉄不動産株式会社が神鉄建設工業株式会社に商号変更

昭和63年10月 株式会社神鉄エンタープライズが神鉄産業株式会社の全事業を営業譲受

平成９年６月 大阪神鉄交通株式会社が豊中タクシー株式会社の全事業を営業譲受し、大阪神鉄豊中タクシー株式

会社に商号変更

平成10年４月 神鉄バス株式会社設立

平成10年４月 神鉄建設工業株式会社が株式会社神鉄建設に商号変更

平成10年９月 神鉄バス株式会社が神戸電鉄株式会社の自動車事業を営業譲受

平成12年７月 株式会社エス・シー・エスが株式会社神鉄コミュニティサービスに商号変更

平成12年９月 神鉄住宅販売株式会社が株式会社神鉄ビジネスサポートに商号変更

平成12年11月 株式会社神鉄ビジネスサポートが株式会社神鉄ファイナンスの金融業を営業譲受

平成13年４月 神鉄バス株式会社が株式会社神鉄運輸サービスを吸収合併

平成14年３月 株式会社神鉄コミュニティサービスが株式会社神鉄建設の建設業を営業譲受

平成15年10月 神鉄バス株式会社が阪急バス株式会社に主要な一般乗合路線を譲渡

平成16年10月 神鉄交通株式会社が神鉄タクシー株式会社に商号変更
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社７社、関連会社２社及びその他の関係会社１社で構成

され、その営んでいる主要な事業内容は、次のとおりである。

(1）運輸業〔５社〕

事業の内容 会社名

鉄道事業 当社、北神急行電鉄㈱　②（Ｂ）

バス事業 神鉄バス㈱　①（Ａ）

タクシー業 大阪神鉄豊中タクシー㈱　①、神鉄タクシー㈱　①

 

(2）不動産業〔１社〕

事業の内容 会社名

不動産販売業 当社

不動産賃貸業 当社

 

(3）流通業〔２社〕

事業の内容 会社名

物品販売業 ㈱神鉄エンタープライズ　①（Ａ）、神鉄観光㈱　①（Ａ）

 

(4）その他〔５社〕

事業の内容 会社名

旅行業 神鉄観光㈱　①（Ａ）

健康・保育事業 当社

広告代理業 神鉄観光㈱　①（Ａ）

建設業 ㈱神鉄コミュニティサービス　①

施設管理・警備業 ㈱神鉄コミュニティサービス　①

金融業 ㈱神鉄ビジネスサポート　①

温泉給湯業 ㈱有馬温泉企業　②

情報処理サービス業 ㈱神鉄ビジネスサポート　①（Ｂ）

 （注）１　①連結子会社

２　②持分法適用関連会社

３　上記部門の会社数には、当社、神鉄観光㈱が重複して含まれている。

４　当社では（Ａ）の会社に対して施設の賃貸を行っている。

５　当社では（Ｂ）の会社に対して業務を委託している。
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４【関係会社の状況】

（連結子会社）

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合

(％)

関係内容

役員の兼任等

営業上の取引
設備の賃
貸借

摘要
当社役員
(人)

当社職員
(人)

神鉄バス㈱ 神戸市北区 111 運輸業 100 2 5 なし
営業施設

の賃貸
 

大阪神鉄豊中タク

シー㈱
大阪市淀川区 92 運輸業 100 1 4 なし なし  

㈱神鉄エンタープ

ライズ
神戸市兵庫区 60 流通業 100 3 4 なし

営業施設

の賃貸
(注)６

神鉄観光㈱ 神戸市兵庫区 30
流通業、その他

（旅行業等）
100 1 5

定期券発売

の委託

営業施設

の賃貸
 

㈱神鉄ビジネスサ

ポート
神戸市兵庫区 30

その他

（金融業等）
100 1 4

情報処理業務

の委託
なし  

神鉄タクシー㈱ 神戸市北区 20 運輸業 100 1 4 なし なし  

㈱神鉄コミュニ

ティサービス
神戸市北区 20

その他

（施設管理・警備

業等）

100 3 4

施設の管理保守

及び清掃、駅務

機器の保守

なし  

 

（持分法適用関連会社）

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合

(％)

関係内容

役員の兼任等

営業上の取引
設備の賃
貸借

摘要
当社役員
(人)

当社職員
(人)

北神急行電鉄㈱ 神戸市北区 3,200 運輸業
27.5

(7.6)
2 0

谷上駅の

業務委託
なし (注)４

㈱有馬温泉企業 神戸市兵庫区 10
その他

（温泉給湯業）
50 1 1 なし なし  

 

（その他の関係会社）

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
被所有割
合

(％)

関係内容

役員の兼任等

営業上の取引
設備の賃
貸借

摘要
当社役員
(人)

当社職員
(人)

阪急阪神ホール

ディングス㈱
大阪市北区 99,474 鉄道事業

28.6

(1.0)
0 0 なし なし (注)５

 （注）１　「主要な事業の内容」の欄には、セグメントの名称を記載している。

２　「議決権の所有割合」欄の（　）内は、内数で間接所有割合である。

３　「議決権の被所有割合」欄の（　）内は、内数で間接被所有割合である。

４　債務超過会社であり、平成27年３月31日現在で債務超過額は24,974百万円である。

５　有価証券報告書を提出している。

６　㈱神鉄エンタープライズについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えている。

　　主要な損益情報等　　（1）売上高　　5,600百万円

（2）経常利益　　 72百万円

（3）当期純利益　 51百万円

（4）純資産額　　102百万円

（5）総資産額　　583百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年３月31日現在）
 

セグメントの名称 従業員数（人）

運輸業 634      （384）

不動産業 11      （ 2）

流通業 45      （179）

報告セグメント計 690      （565）

その他 95      （218）

全社（共通） 43      （ 10）

合計 828      （793）

 （注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く）であり、臨時従業員数は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載している。

(2）提出会社の状況

（平成27年３月31日現在）
 

従業員数
　　　　　　　 （人）

平均年齢
（歳）

平均勤続年数
（年）

平均年間給与
（千円）

494  （152） 43.5 23.9 4,992

 

セグメントの名称 従業員数（人）

運輸業 440       （ 28）

不動産業 11       （ 2）

報告セグメント計 451       （ 30）

その他 43       （122）

合計 494       （152）

 （注）１　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載している。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

３　従業員数は、組合専従者１人及び出向社員94人を含まない。

４　60歳定年制を採用している。

(3）労働組合の状況（平成27年３月31日現在）

 当社グループにおいて、日本私鉄労働組合総連合会の組合員数は720人で、その他の労働組合に所属している組

合員数は114人である。なお、労使間において特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に改善が見られるなど緩やかな回復基調を続けてい

るが、消費税増税前の駆け込み需要の反動等による個人消費の落ち込みや原材料価格の上昇など、先行き不透明な

状況で推移した。

 当社グループにおいては、平成25年度から28年度までの中期経営計画「グループビジョン2016」に基づき、各部

門において増収に注力するとともにコストの削減に努めた結果、当連結会計年度の業績は次のとおりとなった。

 すなわち、営業収益は22,646百万円となり前連結会計年度に比べ118百万円（0.5％）減少、営業利益は1,840百

万円となり前連結会計年度に比べ33百万円（1.8％）増加、経常利益は1,065百万円となり前連結会計年度に比べ

226百万円（26.9％）増加、当期純利益は1,107百万円となり前連結会計年度に比べ501百万円（82.7％）増加し

た。

 その結果、連結欠損金については、中期経営計画で想定していたよりも早期に解消することができた。

 

 

　　①　運輸業

 鉄道事業においては、「安全の絶対確保」を図るため、安全管理体制のさらなる整備・充実に取り組んだほ

か、運転保安度の一層の向上を図るため、「鉄道軌道安全輸送設備等整備事業」の補助を活用しながら、分岐器

の重レール化、ＰＣまくらぎ化、電柱のコンクリート化、法面の防災、橋梁の補強等の工事を推し進めた。

 増収策としては、企画乗車券において、有馬温泉への旅客誘致を図るため、「有馬・六甲周遊１ｄａｙパ

ス」、「有馬グルメチケット」に加え、新たに「訪日旅行者向け　有馬温泉　太閤の湯クーポン」を発売したほ

か、他社局との連携により「ＯＳＡＫＡ海遊きっぷ」、「いい古都チケット」、「奈良・斑鳩１ｄａｙチケッ

ト」を発売するなど、沿線外へのお出かけに便利な商品の販売にも努めた。また、沿線自治体や各種団体との連

携を深めて企画ハイキング等を開催し、多数のお客様にご参加いただいた。

 ご利用者の減少が続く粟生線においては、粟生線活性化協議会が策定した地域公共交通総合連携計画の重点方

針に基づき、「粟生線乗ろうＤＡＹ！プログラム」による様々なイベントや、粟生線の現状について理解を深め

ていただくためのセミナー・シンポジウムを開催するなど、地域の皆様と一体となって利用促進・啓発に取り組

んだ。その一方で、コスト面では運行経費の削減を図るため、車両の短編成化等を実施した。

 このほか、平成27年３月に交通系ＩＣカードの全国相互利用サービスへの対応を開始し、利便性の向上に努め

た。

 バス事業においては、企業や学校の貸切送迎業務をはじめ積極的な営業活動を行った。また、安全輸送と旅客

サービスの向上に努めたことが評価され、平成26年９月に「貸切バス事業者安全性評価認定制度」において「二

ツ星」の認定を受けることができた。

 しかしながら、消費税増税前の先買いの反動等により、当連結会計年度の運輸業の営業収益は12,699百万円と

なり、前連結会計年度に比べ108百万円（0.8％）減少し、営業利益は850百万円となり、前連結会計年度に比べ

34百万円（3.8％）減少した。
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　（提出会社の運輸成績）

期別
 
 
 
種別

単位

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 
対前期増減率
（％）

営業日数 日 365 0.0

営業キロ キロ 69.6 0.0

客車走行キロ 千キロ 16,510 △1.6

旅客人員

定期 千人 38,225 △0.6

定期外 〃 20,025 △2.2

計 〃 58,250 △1.1

旅客運輸収入

定期 百万円 4,695 △1.4

定期外 〃 4,699 △2.3

計 〃 9,395 △1.8

運輸雑収 〃 237 24.1

収入合計 〃 9,632 △1.3

乗車効率 ％ 22.9 －
 
 

（注）１． 乗車効率の算出は、

 
 

延 人 キ ロ

客車走行キロ×平均定員
 

         

による。

２． 客車走行キロ数は社用、試運転及び営業回送を含んでいない。

 

期別
 
 
 
種別

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

営業収益
（百万円）

対前期増減率
（％）

鉄道事業 9,632 △1.3

バス事業 1,431 3.5

タクシー業 1,645 △2.9

消去 △11 －

営業収益計 12,699 △0.8
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②　不動産業

 土地建物販売業においては、「松宮台住宅地（神戸市北区）」が完売するなど戸建用地の販売に努めるととも

に、神戸市北区の販売土地を素地売却した結果、土地分譲では23,925.81平方メートルを販売した。

 土地建物賃貸業においては、平成27年３月に大阪市北区において新規物件を取得するとともに、賃貸ビル及び

賃貸土地のテナント誘致に努めた。

 また、平成26年12月に「神鉄見津太陽光発電所（神戸市西区）」の発電設備を増設したほか、平成27年３月に

「神鉄栄太陽光発電所（神戸市西区）」を新設するなど収益の向上を図っている。

 なお、神戸市により施行されている鈴蘭台駅前再開発事業においては、駅前の活性化及び利便性の向上を図る

ため、関係各所と協議を進めている。

 これらの結果、当連結会計年度の不動産業の営業収益は1,979百万円となり、前連結会計年度に比べ173百万円

（9.6％）増加し、営業利益は713百万円となり、前連結会計年度に比べ113百万円（18.8％）増加した。

 

期別
 
 
 
種別

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

営業収益
（百万円）

対前期増減率
（％）

不動産販売業 235 4.9

不動産賃貸業 1,744 9.4

営業収益計 1,979 9.6

 

③　流通業

 神鉄食彩館（食品スーパー）においては、消費税率引き上げに対応したキャンペーンを実施したほか、魅力あ

る集客イベントを開催するとともに、店舗の改装により親しみやすく品揃えが豊富な売場づくりを進めるなど、

積極的な増収策を展開した。

 また、平成26年４月にグループ内で事業再編を行い、事業運営の機動性を一層高めるとともに経営資源を一元

化することにより、事業競争力の強化を図った。

 これらの結果、当連結会計年度の流通業の営業収益は6,275百万円となり、前連結会計年度に比べ85百万円

（1.4％）増加したが、営業利益は上記の再編に伴い不動産業セグメントへの経費が新たに生じたこと等により

90百万円となり、前連結会計年度に比べ80百万円（47.1％）減少した。

 なお、駅売店業においては、平成27年３月に株式会社セブン-イレブン・ジャパンと業務提携契約を締結し

た。これにより、事業の強化を図るとともに、駅をご利用のお客様の利便性向上に努め、駅の活性化につなげて

いく。

 

期別
 
 
 
種別

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

営業収益
（百万円）

対前期増減率
（％）

物品販売業 営業収益計 6,275 1.4
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④　その他

 健康・保育事業においては、神戸市が進める認可保育園に準じた小規模保育園を新たに開園したほか、他の保

育施設についても駅近接等の強みを活かして園児数の増員を図った。

 また、建設業においては、工事の直営化を推し進めるとともに、当社グループ外からの受注拡大に努めた。

 なお、ゴルフ場業においては、平成24年４月よりリゾートソリューション株式会社に兵庫カンツリー倶楽部の

運営を委託していたが、当初の計画どおり、平成27年３月に当社が保有する神鉄兵庫ゴルフ株式会社の全株式を

同社に譲渡するとともに、委託を終了した。

 これらの結果、当連結会計年度のその他の営業収益は2,881百万円となり、前連結会計年度に比べ13百万円

（0.4％）減少したが、営業利益は経費の削減等により220百万円となり、前連結会計年度に比べ43百万円

（24.3％）増加した。

 

期別
 
 
 
種別

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

営業収益
（百万円）

対前期増減率
（％）

建設業 1,592 22.8

施設管理・警備業 1,063 △11.5

健康・保育事業 771 3.1

介護事業 152 0.7

その他 422 △2.8

消去 △1,120 －

営業収益計 2,881 △0.4

 

(2）キャッシュ・フロー

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

120百万円（9.4％）減少し、当連結会計年度末には1,155百万円となった。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度において営業活動による資金収支は、3,592百万円と前連結会計年度に比べ818百万円の減少と

なった。これは、仕入債務が減少したこと等によるものである。

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、1,832百万円と前連結会計年度に比べ448百万円の減少

となった。これは、有形固定資産の取得による支出が増加したものの、一方で有形固定資産の売却による収入を得

たこと等によるものである。

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、1,880百万円と前連結会計年度に比べ523百万円の減少

となった。これは、借入金の返済による支出が減少したこと等によるものである。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 当社グループは運輸業、流通業及び不動産業など多種多様な事業を営んでいるため、そのセグメントごとに生産規

模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各セグメント業績に関連付けて示

している。

３【対処すべき課題】

 当社グループでは、経営理念である「安心・安全・快適をお届けすることで、お客様の豊かな暮らしを実現し、

地域社会に貢献する」ことを目指すとともに、「グループビジョン2016」において、当社グループの競争力を高め、

持続的成長と発展を遂げることで、有利子負債の削減など財務の健全化を図り、安定した経営基盤の確立と企業価値

の向上に努めることとしている。

 今後も、その実現に向けて、激変する経営環境に迅速かつ的確に対応できる体制を確立し、運輸業の事業基盤の強

化、不動産業・流通業の収益拡大を図っていく。また、経営基盤を拡充させるため、新規事業及び既存事業の周辺事

業への積極的な展開を進めていく。さらには、グループ全体の経営資源配分の最適化や、シナジーの創出及びその最

大化を図っていく。

 

 なお、粟生線については、輸送人員の減少傾向に歯止めがかからず、収支も厳しい状況が続いているが、粟生線の

維持・存続を図っていくため、同線の利用促進や、上下分離をはじめとした同線にかかるコストの軽減等に向けて、

今後も引き続き関係者と協議・検討を行っていく。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものがある。な

お、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。

(1）法的規制等について

　当社グループの運輸業では、鉄道事業は鉄道事業法等の、バス事業及びタクシー業は道路運送法等の規制を受け

ている。鉄道事業及びバス事業の運賃の設定に当たっては一定の上限を定め、これを変更する場合には国土交通省

の認可を得る必要がある。タクシー業の運賃は事業エリア内の上限及び下限が定められており、この範囲外に変更

する場合には国土交通省の認可を得る必要がある。

　これらの法的規制等によって、当社グループの事業活動が制限される可能性がある。

(2）競合と沿線人口の減少等について

　当社グループでは、鉄道事業を中心に主として当社沿線で事業展開しているため、沿線人口の減少や他社との競

合激化の状況が続いた場合、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(3）電気料金等の上昇について

　当社グループの主要な事業である運輸業では、鉄道事業において大量の電力を消費するほか、営業車両の燃料と

して軽油等を使用しており、電気料金をはじめ、これらの価格が大きく上昇した場合、当社グループの経営成績に

影響を及ぼす可能性がある。

(4）事故について

　当社グループでは鉄道、バスなど大量の旅客を輸送する公共交通事業を営んでおり、安全保安諸施設の整備、従

業員教育の徹底など安全管理には万全の注意を払っているが、大規模な事故が発生した場合には、当社グループの

経営成績及び財政状態等に大きな影響を及ぼす可能性がある。

(5）有利子負債について

　当社グループの有利子負債は、営業キャッシュ・フローに比べ過大である。金利変動リスクを回避するため、大

部分の借入金等は固定金利で調達しているものの、金利上昇が長期間続いた場合、当社グループの経営成績及び財

政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(6）地価の下落について

　当社グループが保有する販売土地及び固定資産は、今後地価が下落した場合、販売土地の評価損及び固定資産の

減損が発生する可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(7）自然災害について

　当社グループは、兵庫県南部において鉄道施設や賃貸ビル等の営業施設を所有しているが、当該エリアに大きな

被害をもたらす地震、台風による洪水等の自然災害が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態等に大

きな影響を及ぼす可能性がある。

(8）個人情報の漏洩について

　当社グループでは、多数の個人情報を取り扱っており、その管理には万全を期しているが、システムトラブルや

犯罪行為により情報が流出した場合、信用失墜のみならず、損害賠償請求等により、経営成績に影響を及ぼす可能

性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はない。

 

６【研究開発活動】

 該当事項なし。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、次のとおりである。なお、文中の

将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成され

ている。この連結財務諸表作成に当たっては、決算日現在において過去の実績等を勘案し合理的に判断して見積り

を行っているが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がある。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

① 営業収益及び営業利益

 営業収益は、主に運輸業において消費税増税前の先買いの反動等による影響を受けて、22,646百万円と前連結

会計年度に比べ（0.5％）の減少となった。

 営業利益は、各部門において増収に注力するとともにコストの削減に努めた結果、1,840百万円と前連結会計

年度に比べ（1.8％）の増加となった。

 なお、セグメント別の営業収益及び営業利益については、「１ 業績等の概要」に記載のとおりである。

② 経常利益

 営業外収益は、主に受取保険金が増加したこと等により249百万円と前連結会計年度に比べ（90.1％）の増加

となった。

 営業外費用は、主に支払利息が減少したこと等により1,024百万円と前連結会計年度に比べ（6.8％）の減少と

なった。

 この結果、経常利益は1,065百万円となり、前連結会計年度に比べ（26.9％）の増加となった。

③ 当期純利益

 特別利益は、固定資産売却益及び関係会社株式売却益を計上したこと等により642百万円と前連結会計年度に

比べ（31.6％）の増加となった。

 特別損失は、主に工事負担金等圧縮額が減少したことにより539百万円と前連結会計年度に比べ（13.2％）の

減少となった。

 法人税等（法人税等調整額を含む）は、61百万円となった。

 この結果、当連結会計年度の当期純利益は1,107百万円と前連結会計年度に比べ（82.7％）の増加となった。

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要」に記載のとおりである。

 当社グループでは、キャッシュ・フロー重視の経営を行っており、収益力の強化により営業活動によるキャッ

シュ・フローを高め、さらに、投資効率を重視した設備投資を行うとともに、有利子負債の削減を進めることを目

指している。

 当連結会計年度においては、営業活動によるキャッシュ・フローが3,592百万円となり、投資活動によるキャッ

シュ・フローを加えたフリー・キャッシュ・フローは1,760百万円となった。

 この結果、当連結会計年度末の借入金残高は、前連結会計年度末に比べ1,756百万円減少し70,516百万円となっ

た。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度の設備投資（無形固定資産を含む。）については、4,028

百万円となった。

　当連結会計年度は、運輸業の鉄道事業における安全対策及び各事業におけるサービスの向上等のための設備投資を

実施した。

セグメントの名称
当連結会計年度

（百万円）
対前期増減率

（％）

運輸業 1,796 △2.7

不動産業 2,124 695.5

流通業 53 △33.8

その他 107 18.9

計 4,081 78.6

消去又は全社 △52 －

合計 4,028 80.1

　各セグメントの主な設備投資内容を示すと、次のとおりである。

（運輸業）　　PCまくら木化工事、重レール化工事等

（不動産業）　賃貸ビルの取得等
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２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の平成27年３月31日現在における事業別の設備の概要、帳簿価額並びに従業

員数は次のとおりである。

(1）セグメント総括表

セグメントの名称

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

建設仮勘定 その他 合計

運輸業 42,211 5,251
23,006

(1,229,691)
899 199 71,568

634

(384)

不動産業 3,952 256
11,353

(173,534)
－ 27 15,589

11

( 2)

流通業 223 4 － － 150 379
45

(179)

その他 726 2
313

(1,149)
－ 39 1,080

95

(218)

小計 47,113 5,514
34,674

(1,404,376)
899 416 88,618

785

(783)

消去又は全社 △233 △60 △24 △6 △9 △333
43

( 10)

合計 46,879 5,454
34,649

(1,404,376)
892 407 88,284

828

(793)

　（注）１　帳簿価額「その他」は工具・器具・備品である。

２　従業員数の（　）内は外数で臨時従業員の平均人員である。

　　　　３　帳簿価額には、リース資産を「機械装置及び運搬具」に253百万円、「その他」に56百万円、それぞれ含ん

でいる。

 

(2）提出会社

①　総括表

セグメントの名称

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

建設仮勘定 その他 合計

運輸業 42,066 4,960
22,873

(1,226,130)
899 170 70,970

440

( 28)

不動産業 3,952 256
11,353

(173,534)
－ 27 15,589

11

( 2)

その他 686 0
301

(1,018)
－ 15 1,003

43

(122)

合計 46,705 5,216
34,529

(1,400,683)
899 213 87,564

494

(152)

　（注）１　帳簿価額「その他」は工具・器具・備品である。

　　　　２　従業員数の（　）内は外数で臨時従業員の平均人員である。

　　　　３　帳簿価額には、リース資産を「機械装置及び運搬具」に20百万円、「その他」に20百万円含んでいる。
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②　運輸業（従業員　440人）

鉄道事業

ａ．線路及び電路設備

 線別 区間
単線・複線
の別

営業キロ
（㎞）

単線換算
軌道延長
（㎞）

駅数 変電所数

第１種鉄道事業

有馬線
湊川～有馬口 複線 20.0

48.1 16 3
有馬口～有馬温泉 単線 2.5

三田線

有馬口～岡場 〃 3.3

18.0 9 1
岡場～田尾寺 複線 1.6

田尾寺～横山 単線 5.1

横山～三田 複線 2.0

公園都市線
横山～ウッディタウン

中央
単線 5.5 6.7 3 1

粟生線

鈴蘭台～西鈴蘭台 〃 1.3

42.5 19 3

西鈴蘭台～藍那 複線 1.7

藍那～川池信号場 単線 2.3

川池信号場～押部谷 複線 5.9

押部谷～粟生 単線 18.0

 計  69.2 115.3 47 8

第２種鉄道事業 神戸高速線 湊川～新開地 複線 0.4 (0.8) (1) (－)

  総計  69.6 115.3 47 8

　（注）１　各線とも軌間は1.067ｍ、電圧は1,500Ｖである。

２　第２種鉄道事業における軌道・駅設備（　）は、第３種鉄道事業者（神戸高速鉄道株式会社）の保有資産で

ある。

ｂ．車両

電動客車
（両）

付随客車
（両）

計
（両）

139 19 158

　　（注）車庫の所在地並びに土地、建物の面積は下記のとおりである。

車庫 所在地

建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

鈴蘭台車庫 神戸市北区 206 23,159 410  

第二車庫 神戸市西区 147 19,288 195  

計  353 42,448 606  
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③　不動産業（従業員　11人）

名称 所在地

建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

神鉄ビル 神戸市兵庫区 1,299 1,434 649 鉄筋コンクリート造地下２階地上11階建

鈴蘭台北神鉄ビル 神戸市北区 76 － － 鉄筋コンクリート造４階建

鈴蘭台西町神鉄ビル 〃 40 － － 〃

北鈴神鉄駅ビル 〃 164 － － 鉄筋コンクリート造地下１階地上２階建

北鈴神鉄ビル 〃 10 485 69 鉄骨造２階建

北鈴神鉄駅前ビル 〃 41 － － 〃

北鈴一番館 〃 13 203 17 鉄骨造３階建

鈴蘭台西口神鉄ビル 〃 11 756 76 鉄骨造

西鈴神鉄ビル 〃 163 － － 鉄筋コンクリート造３階建

西鈴壱番館 〃 6 75 10 鉄筋コンクリート造

西鈴二番館 〃 10 － － 鉄骨造２階建

西鈴三番館 〃 27 － － 鉄筋コンクリート造２階建

谷上ＳＨビル 〃 551 182 10 鉄筋コンクリート造７階建

岡場高架下店舗 〃 146 － － 鉄骨造

田尾寺店舗 〃 4 2,991 217 〃

フラワータウン駅ビル 兵庫県三田市 9 － － 鉄筋コンクリート造地上７階建の一部

小野神鉄ビル 兵庫県小野市 254 － － 鉄筋コンクリート造４階建

有馬養鱒場他 神戸市北区他 869 48,475 3,858  

賃貸用地 〃 251 106,937 6,357 事業用定借地他

事業計画用地 〃 1 11,993 87  

計  3,952 173,534 11,353  

　（注）　上記記載の土地の面積の内、－で表示している箇所は鉄道事業用地である。

 

④　その他（従業員　43人）

名称 所在地

建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

神鉄スイミングスクール 神戸市北区 293 － －  

御影スイミングスクール 神戸市東灘区 62 922 285  

神鉄デイサービスセン

ター他
神戸市北区他 330 96 15 通所介護施設他

計  686 1,018 301  

　（注）　上記記載の土地の面積の内、－で表示している箇所は鉄道事業用地である。
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(3）連結子会社

①　運輸業

ａ．バス事業

名称 所在地

建物及び構築物 土地 在籍車両数
従業員数
（人）

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

乗合
（両）

貸切
（両）

計
（両）

（神鉄バス㈱）          

星和台車庫他 神戸市北区 13 1,637 83 12 75 87 76  

 

ｂ．タクシー業

名称 所在地

建物及び構築物 土地
従業員数
（人）

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

（大阪神鉄豊中タクシー㈱）       

本社事務所他 大阪市淀川区他 75 (2,506) － 54 （　）は賃借資産

（神鉄タクシー㈱）       

本社事務所他 神戸市北区 55 1,923 49 66  

 

②　流通業

ａ．食品スーパー事業

名称 所在地

建物及び構築物 土地
従業員数
（人）

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

（㈱神鉄エンタープライズ）     

－ （　）は賃借資産

神鉄食彩館新開地店 神戸市兵庫区 25 － －

神鉄食彩館北鈴店 神戸市北区 61 － －

神鉄食彩館谷上店 〃 31 － －

神鉄食彩館西鈴店 〃 41 － －

神鉄食彩館岡場店 〃 43 － －

神鉄食彩館落合店 神戸市須磨区 7 (444) －

計  211 (444) － 39  

 

ｂ．駅売店業

名称 所在地

建物及び構築物 土地
従業員数
（人）

摘要
帳簿価額
（百万円）

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

（神鉄観光㈱）       

売店施設 神戸市北区他 10 － － 6  
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名 件名
セグメントの
名称

投資予定額
今後の所要額
（百万円）

工事着手年月 完成予定年月 摘要
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

提出会社 三田線　複線化工事 運輸業       

 　　　　第一期工事  23,090 10,566 12,523 昭和59年3月 －  

 　　　　第三期工事  13,643 141 13,501 平成11年4月 －  

 粟生線　複線化工事        

 　　　　第四期工事  9,006 5,187 3,818 昭和63年11月 平成29年3月  

 第二車庫　新設工事        

 　　　　第三期工事  1,006 221 784 平成2年6月 －  

 計  46,745 16,117 30,627    

　（注）　今後の所要額30,627百万円は、三田線複線化工事に係る地方自治体無利息助成金9,046百万円、自己資金及び

借入金21,581百万円によりまかなう予定である。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成27年６月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 80,615,668 80,615,668
東京証券取引所

市場第一部

 単元株式数

 1,000株

計 80,615,668 80,615,668 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項なし。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし。
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（４）【ライツプランの内容】

 該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

摘要
増減数
（千株）

残高
（千株）

増減額
（百万円）

残高
（百万円）

増減額
（百万円）

残高
（百万円）

平成24年６月13日 － 80,615 － 11,710 △580 － （注）

 （注） 資本準備金の減少は欠損填補によるものである。

 

（６）【所有者別状況】

（平成27年３月31日現在）
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
― 37 22 88 39 2 10,229 10,417 －

所有株式数

（単元）
― 11,430 359 24,717 724 1 42,543 79,774 841,668

所有株式数の

割合（％）
― 14.33 0.45 30.98 0.91 0.00 53.33 100.00 －

     （注）自己株式127,223株は、「個人その他」に127単元、「単元未満株式の状況」に223株含まれている。
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（７）【大株主の状況】

  （平成27年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

阪急阪神ホールディングス

株式会社
大阪府池田市栄町１－１ 21,950 27.23

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 3,141 3.90

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口４）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,063 1.32

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１－１ 832 1.03

阪急電鉄株式会社 大阪府池田市栄町１－１ 776 0.96

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 535 0.66

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８－11 517 0.64

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口３）
東京都中央区晴海１丁目８－11 500 0.62

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人 日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４－１

（東京都中央区晴海１丁目８－11）
473 0.59

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８－11 471 0.58

計 － 30,259 37.53

 （注） 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

         日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）975 千株

         日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（ 信託口 ）528 千株

         日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１）517 千株

         日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口３）500 千株

         日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）471 千株
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成27年３月31日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　 127,000

 （相互保有株式）

  普通株式　　　82,000

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　79,565,000 79,565 －

単元未満株式 普通株式　　 841,668 － －

発行済株式総数 　　　　　　 80,615,668 － －

総株主の議決権 － 79,565 －

     （注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。

             自己保有株式                            223株

     相互保有株式   北神急行電鉄株式会社    520株

②【自己株式等】

（平成27年３月31日現在）
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

神戸電鉄株式会社

神戸市兵庫区

新開地１丁目３番24号
127,000 ― 127,000 0.16

（相互保有株式）

北神急行電鉄

株式会社

神戸市北区

谷上東町１－１
82,000 ― 82,000 0.10

計 － 209,000 ― 209,000 0.26

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

 該当事項なし。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項なし。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項なし。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 13,917 5

当期間における取得自己株式 2,014 0

（注） 当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 127,223 ― 129,237 ―

（注） 当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていない。

 

３【配当政策】

 当社は、鉄道事業という公共性の高い事業を展開しており、財務状況、経営見通し等を総合的に勘案し、安定した

配当を継続的に行うことを基本方針としている。

 当事業年度の配当については、内部留保を充実するとともに、有利子負債の削減など財務の健全化を図るため、無

配とした。

 内部留保資金については、当社グループの持続的な成長のための投資、また引き続き鉄道事業における安全対策の

ための投資等に充てていく。

 なお、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしており、これらの剰余金の配当の決定機

関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。また、当社は「当会社は取締役会の決議

によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる」旨を定款に定めている。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第136期 第137期 第138期 第139期 第140期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 389 245 355 437 395

最低（円） 211 215 216 295 328

 （注） 最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所市場第一部におけるものである。それ以前は大阪証

券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 370 378 362 374 390 383

最低（円） 330 347 345 345 363 350

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】

男性１３名　女性　０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名及び職名
氏名

（生年月日）
略歴 任期

所有株式数
（千株）

取締役会長

〔代表取締役〕

原田 兼治

(昭和24年２月26日生)

 
昭和49年４月 阪急電鉄株式会社入社

平成13年６月 同社鉄道事業本部技術部部長

同 14年６月 当社監査役

同 14年６月 阪急電鉄株式会社取締役

同 16年４月 同社常務取締役

同 17年４月 阪急電鉄株式会社常務取締役

同 18年６月

同 25年６月

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長（現）
 

（注３） 28

取締役社長

〔代表取締役〕

杉山 健博

(昭和33年11月20日生)

 
昭和57年４月 阪急電鉄株式会社入社

平成13年４月 同社経営推進室長

同 17年６月 同社取締役

同 18年６月 阪急ホールディングス株式会社（現阪急阪神ホールディン

グス株式会社）取締役

同 19年４月 阪急電鉄株式会社常務取締役

同 25年４月

同 25年６月

当社顧問

当社代表取締役社長（現）
 

（注４） 16

専務取締役

〔代表取締役〕

（鉄道事業本部長）

三津澤 修

(昭和26年９月７日生)

 
昭和50年４月 阪急電鉄株式会社入社

平成15年４月 同社都市交通事業本部鉄道営業部長

同 15年６月 当社取締役

同 15年６月 当社鉄道事業本部長（現）

同 18年10月 当社鉄道事業本部技術部長

同 19年１月 当社鉄道事業本部安全対策部長

同 19年４月

同 24年６月

同 25年６月

当社常務取締役

当社代表取締役常務取締役

当社代表取締役専務取締役（現）
 

（注４） 20

常務取締役

（経営企画部担当、

 人事総務部担当）

藤原 芳明

(昭和29年７月27日生)

 
昭和52年４月 当社入社

平成11年６月 当社統括本部経理部長

同 13年６月 株式会社神鉄ビジネスサポート代表取締役社長(現)

同 14年４月 当社統括本部経理グループ長

同 14年６月 当社取締役

同 15年６月 当社統括本部長

同 19年４月 当社常務取締役（現）

同 20年４月 当社経営企画部長
 

（注３） 14

常務取締役

(ライフサポート

  事業本部

　介護事業部担当、

　 経営企画部担当)

近藤 恭彦

(昭和31年６月29日生)

 
昭和54年４月 株式会社太陽神戸銀行入行

平成19年４月 株式会社三井住友銀行本店上席調査役

同 19年５月 当社統括本部調査役

同 19年６月 当社取締役

同 20年３月 当社不動産事業本部長

同 20年４月 当社ライフサポート事業本部副本部長

同 20年５月

同 24年６月

同 24年６月

同 25年６月

株式会社有馬温泉企業代表取締役社長

当社常務取締役（現）

当社ライフサポート事業本部長

神鉄兵庫ゴルフ株式会社代表取締役社長

 

（注４） 10

取締役
平松 秀則

(昭和18年８月18日生)

 
昭和42年４月 株式会社神戸銀行入行

平成７年６月 株式会社さくら銀行取締役

同 10年４月 同行常務取締役

同 12年４月 同行代表取締役専務取締役兼専務執行役員

同 14年６月 株式会社三井住友銀行代表取締役副頭取兼副頭取執行役員

同 15年６月 神戸土地建物株式会社代表取締役社長

同 19年６月 当社取締役（現）
 

（注４） －
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役名及び職名
氏名

（生年月日）
略歴 任期

所有株式数
（千株）

取締役
原口 和夫

(昭和23年1月29日生)

 
昭和47年４月 兵庫県採用

平成17年４月 同県土整備部長

同 20年４月 財団法人兵庫県園芸・公園協会（現公益財団法人兵庫県

園芸・公園協会）理事長

同 23年６月 当社取締役（現）
 

（注４） －

取締役

（人事総務部長）

田村 幸久

(昭和34年３月21日生)

 
昭和56年４月 当社入社

平成10年10月 神鉄バス株式会社営業部長

同 11年６月 同社常務取締役

同 12年６月 同社代表取締役社長

同 20年４月 当社人事総務部長（現）

同 20年６月

同 24年４月

同 25年６月

当社取締役（現）

神鉄兵庫ゴルフ株式会社代表取締役社長

神鉄バス株式会社代表取締役会長（現）
 

（注３） 10

取締役

(経営企画部長)

  (鉄道事業本部

       副本部長)

  (鉄道事業本部

       企画部長)

内芝 伸一

(昭和34年12月９日生)

 
昭和60年４月 阪急電鉄株式会社入社

平成18年４月 阪急電鉄株式会社経営企画部副部長

同 18年４月 阪急ホールディングス株式会社（現阪急阪神ホールディン

グス株式会社）グループ経営企画部調査役

同 20年４月 当社鉄道事業本部技術部部長

同 20年６月 当社鉄道事業本部技術部長

同 21年４月 当社経営企画部長（現）

同 21年４月 当社鉄道事業本部企画部長（現）

同 21年６月 当社取締役（現）

同 21年６月 当社鉄道事業本部副本部長（現）
 

（注４） 3

取締役

 (不動産事業本部長)

 (ライフサポート

 事業本部健康・

　保育事業部担当)

津山 裕昭

(昭和33年４月29日生)

 
昭和57年４月 当社入社

平成14年４月 当社統括本部人事グループ長

同 19年６月 大阪神鉄豊中タクシー株式会社代表取締役社長

同 24年５月

同 24年６月

同 24年６月

同 24年６月

同 26年６月

株式会社有馬温泉企業代表取締役社長（現）

当社取締役（現）

当社不動産事業本部長（現）

当社ライフサポート事業本部副本部長

株式会社神鉄コミュニティサービス代表取締役社長（現）
 

（注３） 7
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役名及び職名
氏名

（生年月日）
略歴 任期

所有株式数
（千株）

常任監査役

（常勤）

稗田　勝

(昭和25年５月７日生)

 
昭和48年４月 株式会社神戸銀行入行

平成13年４月 株式会社三井住友銀行本店上席推進役

同 13年６月 当社取締役

同 14年４月 当社流通事業本部長

同 16年４月 当社ライフサポート事業本部副本部長

同 19年４月 当社常務取締役

同 19年４月 当社不動産事業本部長

同 19年４月

同 24年６月

当社ライフサポート事業本部長

当社常任監査役（常勤）（現）
 

（注５） 12

監査役
川島　常紀

(昭和27年４月18日生)

 
昭和52年４月 阪急電鉄株式会社入社

平成14年６月 同社取締役

同 17年４月 阪急電鉄株式会社常務取締役

同 18年４月 同社代表取締役常務取締役

同 18年４月 阪急ホールディングス株式会社（現阪急阪神ホールディン

グス株式会社）代表取締役

同 18年６月 当社監査役

同 21年６月

同 21年６月

同 24年６月

当社監査役（現）

阪急電鉄株式会社常任監査役（現）

阪急阪神ホールディングス株式会社常任監査役（現）
 

（注７） －

監査役
木下　卓男

(昭和31年９月18日生)

 
昭和62年４月 弁護士登録

同 62年４月 神戸弁護士会（現兵庫県弁護士会）入会

平成19年６月 当社監査役（現）
 

（注６） －

計 120

　（注）１　取締役平松秀則及び原口和夫は、「社外取締役」である。

２　監査役川島常紀及び木下卓男は、「社外監査役」である。

３　平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

４　平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

５　平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

６　平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

７　平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役２名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。

 

氏名

（生年月日）
略歴

所有株式

数

（千株）

井上　幸二

（昭和24年12月６日生）

昭和48年３月 当社入社

 平成10年６月 神鉄観光株式会社常務取締役

 同 11年６月 同社代表取締役常務取締役

 同 12年６月 同社代表取締役社長

 同 22年４月 退任

－

能上　尚久

(昭和33年７月30日生)

昭和57年４月 阪急電鉄株式会社入社

平成19年４月 阪急阪神ホールディングス株式会社グループ経営企画部長

 同 19年４月 阪急電鉄株式会社取締役

 同 25年４月 同社常務取締役

 同 26年３月 同社専務取締役（現）

 同 26年６月 阪急阪神ホールディングス株式会社取締役

 同 27年４月 同社取締役グループ経営企画室長（現）

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社は、地域社会、顧客及び株主から信頼を得るため、法令遵守はもとより経営の透明性・健全性の高い経

営体制を構築することが重要な経営課題であるとの認識のもと、従来から複数の社外取締役及び社外監査役を

迎え、公正な経営への監視機能の充実を図るとともに、その意見を経営に反映させるなど、コーポレート・ガ

バナンスの機能強化に努めている。

       (1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等並びにリスク管理体制の整備状況

① 会社の機関の基本説明

 取締役会は、取締役10名（うち社外取締役２名）で構成され、原則毎月１回開催し、経営に関する重要事

項を決定するとともに、業務執行の監督を行っている。

 また、常勤の取締役及び監査役で構成される経営会議を原則毎月１回開催し、業務執行に関する重要事項

を審議しており、迅速な意思決定と経営判断の適正化を図っている。

 さらに、グループ経営や子会社の事業計画等に関する重要事項の審議及び決定を行うため、当社の常勤取

締役及び常任監査役で構成されるグループ経営会議を、原則として重要事項が付議される子会社の取締役会

の開催前にセグメント別に開催している。

 当社は監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名は社外監査役である。監査役は、監査役会で定

めた監査の方針に従い、取締役会及びその他の重要な会議に出席して意見を述べるほか、当社及びグループ

会社の業務執行に関する適法性・妥当性を監査し、必要な助言・勧告等を行っている。

② 内部統制システムの整備の状況

（ⅰ）当社及びグループ会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

 コンプライアンス担当部署を置き、同部署は、当社及びグループ会社においてより質の高いコンプラ

イアンスを推進していくため、「神戸電鉄グループ法令倫理行動マニュアル」を作成・配付し、法令遵

守等について当社グループの役職員の意識を高めるとともに、定期的に研修を実施する。

 法令、定款、規程もしくは企業倫理に反する行為またはそのおそれのある事実を速やかに認識し、コ

ンプライアンス経営を確保することを目的として、当社及びグループ会社の役職員が利用することので

きる内部通報制度を設ける。

 当社及びグループ会社において法令等に違反する重大な事象が発生した場合には、速やかに是正措置

を講じるとともに、当社監査役に報告する。

 他部門からの独立性を確保した内部監査部門を設置し、同部門は、当社の監査役と連携して、当社及

びグループ会社を対象に内部監査を実施する。

　財務報告に係る内部統制については、当社及びグループ会社の責任体制や方針を定め、財務報告の信

頼性を確保する。

 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係遮断を徹底するため、弁護士、警察等の

外部機関との連携を図るなど、当社及びグループ会社において必要な体制を整備する。

（ⅱ）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

 当社の取締役の職務の執行に係る文書その他の情報は、文書の保存・管理に関する規程に従い適切に

保存・管理し、当社の監査役はこれらの文書その他の情報を常時閲覧できるものとする。

 文書の保存・管理に関する規程には、重要な文書の保管方法、保存年限等を定め、その規程を制定・

改定する際は、当社の監査役と事前に協議を行う。

（ⅲ）当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 当社及びグループ会社におけるリスク管理を統括する担当部署を設け、組織横断的なリスクについて

はリスク管理担当部署が、各部門または各グループ会社の所管業務に関するリスクについては各部門ま

たは各グループ会社が、それぞれリスク想定・分析を行ったうえで、対策の立案等を行うとともに、適

時見直しを行う。

 当社及びグループ会社において不測の事態が発生した場合に、適切な情報伝達が可能となる体制を整

備するとともに、重大なリスクが具現化した場合には、社長を対策本部長とする危機対策本部を直ちに

設置し、迅速かつ必要な初期対応を行うことにより、その損害・影響等を最小限に止める体制を整備す

る。

 上記事項を定めるリスク管理に関する規程に従い、当社及びグループ会社のリスク分析やリスク対応

の状況等について、適時当社の取締役会が報告を受ける体制を確保する。
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（ⅳ）当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

 当社の取締役会に加えて経営会議、グループ経営会議を設置し、当社及び当社グループの経営方針及

び経営戦略や経営計画に関わる重要事項については、経営会議、グループ経営会議の審議を経て、取締

役会において決定するものとし、その進捗状況及び成果については、適時取締役会が報告を受ける体制

を確保する。

 業務執行については、業務組織、業務分掌、意思決定制度等においてそれぞれ当社及びグループ会社

の取締役及び使用人の権限と責任の所在及び執行手続の詳細を定めるものとし、重要な業務執行の進捗

状況については、適時当社及びグループ会社の取締役会が報告を受ける体制を確保する。

 経営に関する意思決定においては、中期及び年度の経営計画、月次の業績報告等に基づき合理性、妥

当性を十分に審議することにより、経営判断の適正性を確保する。

 業務の効率性と適正性を確保するため、当社及びグループ会社においてＩＴ化を推進する。

　当社及びグループ会社の資金調達を一元化することにより、業務の効率性及び資金の流れの透明性を

確保する。

（ⅴ）グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の企業集団にお

ける業務の適正を確保するための体制

 当社グループの中期及び年度経営計画については、当社が承認権限を持つとともに、適時その進捗状

況について、当社の取締役会が報告を受ける体制を確保する。

 グループ会社がグループ経営の観点から重要な事項を実施する場合においては、事前に当社の承認を

得ることを求め、またグループ会社が当社に適時報告する体制を整備する。

（ⅵ）当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役と協議し、必要な

人員を配置する。

（ⅶ）当社の監査役を補助する使用人の当社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の

確保に関する事項

 当社の監査役を補助する使用人の異動・評価等に関しては、監査役と事前に協議を行う。

　当社の監査役を補助する使用人は、監査役の指揮命令によりその職務を行う。

（ⅷ）当社の監査役への報告に関する体制及び監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱を受けないことを確保するための体制

 当社の監査役が出席する当社の取締役会、経営会議、グループ経営会議等において当社及びグループ

会社の重要事項の報告を行う。

 当社及びグループ会社の取締役、使用人等が業務執行の状況等につき当社の監査役が必要と認める事

項を適時報告する体制を整備する。

　内部監査部門は、当社の監査役に対し、内部監査活動に関する報告を適時行うほか、内部通報制度の

運用状況を定期的に報告する。

 当社の監査役に報告を行った当社及びグループ会社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱を行わないこととする。

（ⅸ）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社の監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払等の請求をしたときは、速やかに当該費用

を処理する。

（ⅹ）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 当社の監査役は、内部監査部門が実施する監査計画について事前に説明を受けるとともに、追加監査

の実施等、必要な措置を求めることができる。

 当社の監査役は、効率的な監査を実施するため、適宜、会計監査人及び内部監査部門と協議または意

見交換を行う。

EDINET提出書類

神戸電鉄株式会社(E04109)

有価証券報告書

 32/103



③ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

（ⅰ）当社は、コンプライアンスの観点から、反社会的勢力との関係遮断を徹底することを「内部統制シス

テムの整備に関する基本方針」に規定するとともに、「神戸電鉄グループ法令倫理行動規範」におい

て、「社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応しま

す」と定め、当該行動規範を各職場に配付し、周知を図っている。

（ⅱ）具体的な取組としては、警察、弁護士等の外部機関との連携を密に行い、グループ会社間での情報交

換、各種研修等を通じて、意識の向上・啓発に努めている。

 また、有事の場合には、担当部署を中心に外部機関と連携しながら、毅然とした対応をとることとし

ている。

④ 内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

 当社での内部監査は監査部が行っており、内部監査規程に基づき３名の監査担当者が分担して、社内の各

部署とグループ会社の内部統制を中心とした業務全般について内部監査を実施している。また、同部は監査

役及び会計監査人と情報の共有に努め、連携して監査活動を行っている。監査役は常勤監査役１名が常時監

査に当たり、監査役会その他適宜の機会に、非常勤の社外監査役２名と意見交換を行っている。なお、常勤

監査役稗田勝氏は株式会社三井住友銀行において長年の勤務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有している。

 会計監査については、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しており、当社の監査業務を執行した

公認会計士は、淺野禎彦、溝静太の２名（２名とも継続年数は７年未満）であり、監査業務に係る補助者は

公認会計士７名、その他８名である。また、監査役及び会計監査人は、必要に応じ随時情報の交換を行うこ

とで相互の連携をとり、監査体制の充実を図っている。

 なお、これらの監査については取締役会を通じて内部統制部門の責任者に対して適宜報告がなされてい

る。同様に、社外取締役及び社外監査役に対しても取締役会及び監査役会において適宜報告及び意見交換が

なされている。
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⑤ 社外取締役及び社外監査役

 当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名である。

 社外取締役平松秀則氏は、株式会社三井住友銀行において要職を歴任し、経営に関する豊富な経験と高い

見識を有していることから社外取締役に選任している。同氏は、平成15年６月まで主要な取引先である同行

の業務執行者であったが、退任後10年以上が経過している。また、当社と同行との間には、平成27年３月末

時点において、同行が当社株式の3.9％を保有する等、資本的関係があるが、互いに主要株主には該当しな

いことから、その重要性はないものと判断している。さらに、平成27年３月末時点において、当社グループ

は同行から11,130百万円の借入残高があるが、当社は、複数の金融機関と取引をしており、当社が事業活動

を行ううえでの制約はないと考えている。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係及び重要

な取引関係その他の利害関係はない。以上のことから、独立性を有するものと考え、社外取締役として選任

し、同氏を株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届けている。

 社外取締役原口和夫氏は、兵庫県において要職を歴任し、豊富な経験と高い見識を有していることから社

外取締役に選任している。当社と同氏の間には、人的関係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関

係はない。以上のことから、独立性を有するものと考え、社外取締役として選任し、同氏を株式会社東京証

券取引所に対し、独立役員として届けている。

 社外監査役川島常紀氏は、阪急阪神ホールディングス株式会社において要職を歴任し、経営に関する豊富

な経験と高い見識を有していることから社外監査役に選任している。当社は、同社の持分法適用会社であ

り、平成27年３月末時点において、同社は当社株式の27.2％を所有しており、また、同社の子会社である阪

急電鉄株式会社は、当社株式の1.0％を所有しているが、当社の営業取引については、阪急阪神ホールディ

ングス株式会社または同社のグループ会社及び阪急電鉄株式会社への依存度は低く、当社が事業活動を行う

うえでの制約はないと考えている。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係及び重要な取引

関係その他の利害関係はない。以上のことから、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任し、同

氏を株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届けている。

 社外監査役木下卓男氏は、弁護士としての専門的知識と豊富な経験を有していることから社外監査役に選

任している。当社と同氏の間には、人的関係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はない。以

上のことから、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任し、同氏を株式会社東京証券取引所に対

し、独立役員として届けている。

 当社は、経営監視機能の充実を図り、透明性・健全性の高い経営体制を構築するため、社外取締役及び社

外監査役を選任している。社外取締役は、会社の最高権限者である代表取締役などの直接利害関係のない経

営者や有識者等から選任し、当社の業務執行に携わらない客観的な立場から経営判断を受けることで、取締

役会の監督機能強化を図っている。社外監査役は、監査体制の独立性を高め、客観的な立場から監査意見を

表明することで、当社の企業統治の有効性に大きく寄与しているものと考えている。

 当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはないが、社外で

の経営に関する豊富な経験や高い見識、また専門的見地から客観的かつ適切な監督または監査といった機能

及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基本的な考え方として、選任してい

る。

 なお、社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互

連携ならびに内部統制部門との関係については、取締役会、監査役会において適宜報告及び意見交換がなさ

れている。

⑥ 取締役の定数

 当社の取締役は、15名以内とする旨を定款で定めている。

⑦ 取締役の選任

 当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款で定めている。
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⑧ 剰余金の配当等の決定機関

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、「当会社は取締役

会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めている。

⑨ 自己株式の取得

 当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行す

ることを可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により

自己の株式を取得することができる旨を定款で定めている。

⑩ 株主総会の特別決議要件

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定

めている。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものである。

 

(2)役員報酬の内容

①取締役及び監査役に支払った報酬の内容は次のとおりである。

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

対象となる

役員の員数

（人）

取締役

（社外取締役を除く。）
           63            5

監査役

（社外監査役を除く。）
            9            1

社外役員 5 4

計            78           10

（注）１．取締役の報酬等は、株主総会において決議している。なお、個々の報酬については、取締役会決議

に基づき、各取締役の役位別等に応じて配分を決定している。

     ２．監査役の報酬等は、株主総会において決議している。なお、個々の報酬については、監査役会の協

議によって定めている。

     ３．役員退職慰労金制度は、平成22年６月15日開催の取締役会決議により廃止し、あわせて支給対象の

全取締役及び全監査役の同意により、受給権を放棄することを決議している。

     ４．上記報酬額は基本報酬であり、ストックオプション、賞与、退職慰労金等の報酬は支払っていな

い。

 

②使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なものは次のとおりである。

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内 容

           27                       3  使用人としての給与である。
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(3)株式の保有状況

①保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

   24銘柄 1,009百万円

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分,銘柄,株式数,貸借対照表計上額及び保有目的

 （前事業年度）

   特定投資株式

銘 柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱みなと銀行 1,174,000 211 企業間取引の強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 282,944 131 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 29,136 128 企業間取引の強化

㈱ノザワ 277,000 102 株式の安定化

神栄㈱ 397,000 84 株式の安定化

日工㈱ 136,000 65 株式の安定化

山陽電気鉄道㈱ 110,250 53 企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 73,980 41 企業間取引の強化

㈱大和証券グループ本社 30,000 26 企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 94,360 19 企業間取引の強化

 

 （当事業年度）

   特定投資株式

銘 柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱みなと銀行 832,000 231 取引先との関係の強化

㈱ノザワ 277,000 154 取引先との関係の強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 282,944 140 取引先との関係の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 29,136 134 取引先との関係の強化

神栄㈱ 397,000 77 取引先との関係の強化

日工㈱ 136,000 59 取引先との関係の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 72,980 54 取引先との関係の強化

山陽電気鉄道㈱ 110,250 52 取引先との関係の強化

㈱大和証券グループ本社 30,000 28 取引先との関係の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 94,360 19 取引先との関係の強化

 

③保有目的が純投資目的の投資株式

 該当事項なし。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬 （百万円）

非監査業務に基づく
報酬   （百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬 （百万円）

非監査業務に基づく
報酬   （百万円）

提出会社 33 0 33 0

連結子会社 － － － －

計 33 0 33 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

 （前連結会計年度）

         該当事項なし。

 

       （当連結会計年度）

         該当事項なし。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

       （前連結会計年度）

 提出会社は、会計監査人に対し、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づ

く賦課金に係る特例の認定申請書に対する手続業務を委託している。

 

       （当連結会計年度）

提出会社は、会計監査人に対し、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づ

く賦課金に係る特例の認定申請書に対する手続業務を委託している。

 

④【監査報酬の決定方針】

         該当事項なし。
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第５【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成している。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則並びに「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令第

７号）により作成している。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人により監査を受けている。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、同機構の行うセミナーへ参加している。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,275 1,155

受取手形及び売掛金 1,062 1,004

短期貸付金 98 100

販売土地及び建物 1,111 951

商品 99 97

貯蔵品 459 454

未成工事支出金 0 1

その他 1,091 956

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 5,197 4,721

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 47,405 46,879

機械装置及び運搬具（純額） 5,820 5,454

土地 ※７ 34,462 ※７ 34,649

建設仮勘定 1,123 892

その他（純額） 437 407

有形固定資産合計 ※1,3,4 89,249 ※1,3,4 88,284

無形固定資産   

のれん 31 24

その他 709 771

無形固定資産合計 740 796

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2,3 1,017 ※2,3 1,463

長期貸付金 1,013 891

繰延税金資産 62 49

その他 256 292

貸倒引当金 △26 △26

投資その他の資産合計 2,323 2,670

固定資産合計 92,313 91,751

資産合計 97,510 96,472
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,191 1,994

短期借入金 ※3,5,6 28,765 ※3,5,6 28,970

未払法人税等 91 46

前受金 144 143

賞与引当金 43 44

ポイント引当金 13 14

その他 ※８ 2,624 ※８ 2,639

流動負債合計 33,875 33,853

固定負債   

長期借入金 ※3,6 43,506 ※3,6 41,546

繰延税金負債 52 97

再評価に係る繰延税金負債 ※７ 3,895 ※７ 3,663

退職給付に係る負債 1,807 910

負ののれん 3 2

長期未払金 466 636

長期預り保証金 1,172 898

その他 ※８ 964 ※８ 964

固定負債合計 51,868 48,719

負債合計 85,744 82,573

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,710 11,710

利益剰余金 △819 339

自己株式 △38 △43

株主資本合計 10,852 12,007

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 218 348

繰延ヘッジ損益 △84 △74

土地再評価差額金 ※７ 1,072 ※７ 1,304

退職給付に係る調整累計額 △292 314

その他の包括利益累計額合計 913 1,892

純資産合計 11,766 13,899

負債純資産合計 97,510 96,472
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業収益 22,764 22,646

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 ※３ 18,395 ※３ 18,273

販売費及び一般管理費 ※１ 2,562 ※１ 2,532

営業費合計 ※２ 20,957 ※２ 20,805

営業利益 1,807 1,840

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 22 21

物品売却益 18 32

受託工事益 10 12

補助金収入 － 26

受取保険金 33 111

雑収入 43 42

営業外収益合計 131 249

営業外費用   

支払利息 1,041 954

雑支出 57 70

営業外費用合計 1,099 1,024

経常利益 839 1,065

特別利益   

固定資産売却益 － ※４ 179

工事負担金等受入額 474 336

関係会社株式売却益 － 101

その他 13 25

特別利益合計 488 642

特別損失   

工事負担金等圧縮額 474 336

鉄道事故復旧費 117 －

災害復旧費 － ※５ 104

貸倒引当金繰入額 17 －

その他 12 99

特別損失合計 621 539

税金等調整前当期純利益 705 1,168

法人税、住民税及び事業税 92 48

法人税等調整額 7 12

法人税等合計 99 61

少数株主損益調整前当期純利益 606 1,107

当期純利益 606 1,107
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 606 1,107

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 82 130

繰延ヘッジ損益 15 9

土地再評価差額金 － 232

退職給付に係る調整額 － 607

その他の包括利益合計 ※ 97 ※ 979

包括利益 704 2,087

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 704 2,087

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,710 △1,425 △32 10,252

会計方針の変更による累積
的影響額

 －  －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

11,710 △1,425 △32 10,252

当期変動額     

当期純利益  606  606

自己株式の取得   △5 △5

土地再評価差額金の取崩  －  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

    

当期変動額合計 － 606 △5 600

当期末残高 11,710 △819 △38 10,852

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 135 △99 1,072 － 1,108 11,360

会計方針の変更による累積
的影響額

     －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

135 △99 1,072 － 1,108 11,360

当期変動額       

当期純利益      606

自己株式の取得      △5

土地再評価差額金の取崩      －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

82 15  △292 △194 △194

当期変動額合計 82 15 － △292 △194 405

当期末残高 218 △84 1,072 △292 913 11,766
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,710 △819 △38 10,852

会計方針の変更による累積
的影響額

 51  51

会計方針の変更を反映した当
期首残高

11,710 △768 △38 10,904

当期変動額     

当期純利益  1,107  1,107

自己株式の取得   △5 △5

土地再評価差額金の取崩  0  0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

    

当期変動額合計 － 1,108 △5 1,102

当期末残高 11,710 339 △43 12,007

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 218 △84 1,072 △292 913 11,766

会計方針の変更による累積
的影響額

     51

会計方針の変更を反映した当
期首残高

218 △84 1,072 △292 913 11,817

当期変動額       

当期純利益      1,107

自己株式の取得      △5

土地再評価差額金の取崩      0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

130 9 231 607 979 979

当期変動額合計 130 9 231 607 979 2,082

当期末残高 348 △74 1,304 314 1,892 13,899
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 705 1,168

減価償却費 2,694 2,580

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,636 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,514 △190

受取利息及び受取配当金 △24 △24

支払利息 1,041 954

固定資産売却益 － △179

投資有価証券売却損益（△は益） △13 △25

工事負担金等受入額 △474 △336

固定資産圧縮損 474 336

関係会社株式売却損益（△は益） － △101

売上債権の増減額（△は増加） △128 52

たな卸資産の増減額（△は増加） 240 164

仕入債務の増減額（△は減少） 525 △197

その他 571 398

小計 5,490 4,602

利息及び配当金の受取額 25 25

利息の支払額 △1,044 △957

法人税等の支払額 △61 △77

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,410 3,592

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,107 △3,892

有形固定資産の売却による収入 － 1,101

投資有価証券の取得による支出 － △358

投資有価証券の売却による収入 21 115

貸付けによる支出 △18 △17

貸付金の回収による収入 122 138

工事負担金等受入による収入 381 548

その他 △679 532

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,280 △1,832

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,084 396

長期借入れによる収入 13,510 13,900

長期借入金の返済による支出 △13,706 △16,051

自己株式の取得による支出 △5 △5

リース債務の返済による支出 △117 △119

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,403 △1,880

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △273 △120

現金及び現金同等物の期首残高 1,549 1,275

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,275 ※ 1,155
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

 

１　連結の範囲に関する事項

 

連結子会社の数　　7社

 

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況」の「４　関係会社の状況」に記載しているため、省略している。

 

（連結子会社の異動）

 

　前連結会計年度において連結子会社であった神鉄兵庫ゴルフ株式会社は全株式を譲渡したため、連結の範囲から

除外している。

 

２　持分法の適用に関する事項

 

(1) 持分法適用の関連会社数　　2社

 

(2) 関連会社名　　北神急行電鉄株式会社

　　　　　　　　　株式会社有馬温泉企業

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

 

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。

 

４　会計処理基準に関する事項

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定している。）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

但し、匿名組合への出資については、当該匿名組合の財産の持分相当額を計上している。

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっている。

ａ　商品

主として売価還元法

ｂ　販売土地及び建物

個別法

ｃ　貯蔵品

主として移動平均法

ｄ　未成工事支出金

個別法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法（ただし、鉄道事業取替資産については取替法）によっている。

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用している。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっている。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してい

る。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

②　賞与引当金

　連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

③　ポイント引当金

　連結子会社は、顧客へ付与したポイントの将来使用される負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額

を計上している。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっている。

② 数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の費用処理方法

 会計基準変更時差異（1,646百万円）については、主として15年による定額法により費用処理している。

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

 連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額等を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

（連結子会社１社）

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。

　なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金

③　ヘッジ方針

　提出会社は、借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を行っている。また、社内規程に基

づく限度額の範囲内で利用することを基本方針とする。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一

であるため有効性の評価を省略している。

 

(7) のれんの償却方法及び償却期間

 10年間の定額法により償却を行っている。

 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなる。

 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　工事負担金等の会計処理

　提出会社は、鉄道事業における施設の改築工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工

事負担金等を受けている。

　工事負担金等を受け入れて取得した固定資産のうち、資産価値や機能の向上が見込まれるもの（橋梁改築工事

等）については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額せず、固定

資産に計上し、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上している。

　また、資産価値や機能の向上が見込まれないもの（踏切道拡幅工事等）については、工事完成時に当該工事負

担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額し、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額

を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失

に計上している。

　なお、提出会社は、鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金について、工事負担金等受入額として特別利益

に計上するとともに、工事完成時に固定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損

失に計上している。工事負担金等受入額及び工事負担金等圧縮額に含まれる当該補助金は、当連結会計年度336

百万円、前連結会計年度470百万円である。

②　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対象外消費税は発生連結会計年度の

期間費用としている。

　連結子会社も同一の基準である。

③　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用している。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26

日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本

文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、並びに割引率の決定方法の基礎

となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の

支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更してい

る。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減している。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が51百万円減少し、利益剰余金が51百万円増加し

ている。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であ

る。

 なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は、0.64円増加している。

 

（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」 （企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」 （企業会計基準第22号　平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」 （企業会計基準第７号　平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」 （企業会計基準第２号　平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」 （企業会計基準適用指針第10号　平成25

年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用指針第４号　平成25年９月13

日）

 

(1）概要

 子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱

い、取得関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的

な会計処理の確定の取扱い等について改正された。

 

(2）適用予定日

 平成28年３月期の期首から適用する。

 なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から

適用する。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

 「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点では未定

である。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 68,998百万円 69,283百万円

 

※２　関連会社に対するものは、次のとおりである。

 前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式） 14百万円 16百万円

 

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりである。

 前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

有形固定資産（鉄道財団） 69,706百万円 68,926百万円

投資有価証券 324 267

計 70,030 69,194

 

　　　担保付債務は、次のとおりである。

 前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

長期借入金 13,871百万円 12,952百万円

（うち財団抵当） (13,061) (12,474)

短期借入金 2,060 2,060

計 15,931 15,012

　　　なお、長期借入金には、１年以内返済予定額を含んでいる。

 

※４　工事負担金等圧縮累計額は、次のとおりである。

 前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

工事負担金等圧縮額累計額 54,917百万円 55,206百万円

 

※５ 提出会社は、資金調達の機動性確保・安定化を図る目的で、コミットメントライン契約を平成26年３月27日付け

（取引金融機関８社）及び平成27年３月27日付け（取引金融機関８社）で締結している。この契約に基づく借入未

実行残高は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

平成26年３月27日付け締結   

契約の総額 5,300百万円 5,300百万円

借入実行残高 － 3,710

借入未実行残高 5,300 1,590

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

平成27年３月27日付け締結   

契約の総額 －百万円 5,300百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 － 5,300
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※６　財務制限条項

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

　提出会社の平成23年10月17日締結及び平成26年１月29日締結の金銭消費貸借契約、平成25年３月29日締結及び平

成26年３月27日締結のコミットメントライン契約、平成23年12月26日締結及び平成25年２月25日締結のシンジケー

トローン契約には、それぞれ下記の財務制限条項が付されている。

(1）平成23年10月17日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各年度の決算期及び第２四半期の末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株

予約権」、「少数株主持分」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成23年３月決算期の末日

における連結の貸借対照表に記載されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」、「少数株主持分」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％の金額以上に維持すること。

②　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成23年３月決算期の末日における単体の貸借対照表に記載

されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％

の金額以上に維持すること。

③　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにするこ

と。

④　各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにするこ

と。

⑤　各年度の決算期の末日において、連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、連結損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

⑥　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、単体損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

(2）平成26年１月29日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第2四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

(3）平成25年３月29日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金

額をいう。）を、平成24年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額以上に維持すること。

②　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をいう。）

を、平成24年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相当

する金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、

１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計算

書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持するこ

と。

④　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借

入金、１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の
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損益計算書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維

持すること。

(4）平成26年３月27日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対照表にお

ける純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金額をい

う。）を、平成25年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に

相当する金額以上に維持すること。

②　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸借対照表

における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をいう。）を、平成

25年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相当する金額

以上に維持すること。

③　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以内

返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計算書におけ

る営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。

④　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以

内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の損益計算書に

おける営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。

(5）平成23年12月26日締結のシンジケート・ローン契約に付されている条項

①　各年度の決算期の末日における単体及び連結の自己資本の合計金額を、前決算期の末日または平成23年3月期の

末日の単体及び連結の自己資本の合計金額のいずれか大きい方の金額の75％以上の金額に維持すること。

②　各年度の決算期の単体及び連結の経常利益について２期連続の赤字を回避すること。

③　各年度の決算期の単体及び連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内返済長期借入

金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を単体及び連結の損益計算書に記載される営業損益、

受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

(6）平成25年２月25日付け締結のシンジケートローン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。
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　当連結会計年度（平成27年３月31日）

　提出会社の平成26年１月29日締結及び平成26年10月29日締結の金銭消費貸借契約、平成26年３月27日締結及び平

成27年３月27日締結のコミットメントライン契約、平成23年12月26日締結及び平成25年２月25日締結のシンジケー

トローン契約には、それぞれ下記の財務制限条項が付されている。

(1）平成26年１月29日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

（2）平成26年10月29日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各年度の決算期及び第２四半期の末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株

予約権」、「少数株主持分」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成26年３月決算期の末日

における連結の貸借対照表に記載されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」、「少数株主持分」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％の金額以上に維持すること。

②　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成26年３月決算期の末日における単体の貸借対照表に記載

されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％

の金額以上に維持すること。

③　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、平成27年３月期以降の決算期につき、２期

連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、平成28年３月決算期及びそ

の直前の期の決算を対象として行われる。

④　各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、平成27年３月期以降の決算期につき、２期

連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、平成28年３月決算期及びそ

の直前の期の決算を対象として行われる。

⑤　各年度の決算期の末日において、連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、連結損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

⑥　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、単体損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

(3）平成26年３月27日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対照表にお

ける純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金額をい

う。）を、平成25年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に

相当する金額以上に維持すること。

②　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸借対照表

における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をいう。）を、平成

25年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相当する金額

以上に維持すること。

③　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以内

返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計算書におけ

る営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。

④　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以

内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の損益計算書に

おける営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。
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(4）平成27年３月27日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　借入人は、各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借

対照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した

金額をいう。）を、平成26年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

の75％に相当する金額以上に維持すること。

②　借入人は、各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の

貸借対照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をい

う。）を、平成26年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％

に相当する金額以上に維持すること。

③　借入人は、各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入

金、1年以内返済予定長期借入金、1年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計

算書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持する

こと。

④　借入人は、各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入

金、1年以内返済予定長期借入金、1年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の損益

計算書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持す

ること。

(5）平成23年12月26日締結のシンジケート・ローン契約に付されている条項

①　各年度の決算期の末日における単体及び連結の自己資本の合計金額を、前決算期の末日または平成23年３月期

の末日の単体及び連結の自己資本の合計金額のいずれか大きい方の金額の75％以上の金額に維持すること。

②　各年度の決算期の単体及び連結の経常利益について２期連続の赤字を回避すること。

③　各年度の決算期の単体及び連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内返済長期借入

金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を単体及び連結の損益計算書に記載される営業損益、

受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

(6）平成25年２月25日付け締結のシンジケートローン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。
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※７　提出会社において、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上している。

 

（提出会社）

・再評価の方法　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令119号）第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出している。

・再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

 

※８　三田線複線化工事の事業資金のうち地方公共団体からの預り金残高は、次のとおりである。

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

　流動負債　その他 40百万円 40百万円

　固定負債　その他 644 604

　計 685 644
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりである。

 

前連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

人件費 1,232百万円 1,231百万円

経費 773 791

諸税 156 155

減価償却費 393 347

のれん償却額 6 6

計 2,562 2,532

 

※２　営業費のうち引当金繰入額等

 前連結会計年度

 （自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

 （自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

賞与引当金繰入額 43百万円 44百万円

退職給付費用 372 310

 

※３　期末販売土地及び建物は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の販売用不動産評価損が運輸業等営業

費及び売上原価に含まれている。

 

前連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

販売用不動産評価損 47百万円 22百万円

 

※４　固定資産売却益

 前連結会計年度

 （自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

 （自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当社における土地の売却益 －百万円 179百万円

 

※５　災害復旧費

  前連結会計年度

　（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

　（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

台風による被害箇所に係る主に復旧費 －百万円 104百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 122百万円 201百万円

組替調整額 △13 △25

税効果調整前 109 176

税効果額 △26 △45

その他有価証券評価差額金 82 130

繰延ヘッジ損益   

当期発生額 15 9

組替調整額 － －

税効果調整前 15 9

税効果額 － －

繰延ヘッジ損益 15 9

土地再評価差額金   

税効果額 － 232

退職給付に係る調整額   

当期発生額 － 454

組替調整額 － 152

税効果調整前 － 607

税効果額 － －

退職給付に係る調整額 － 607

その他の包括利益合計 97 979
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 80,615,668 － － 80,615,668

合計 80,615,668 － － 80,615,668

自己株式     

普通株式（注） 119,053 16,946 － 135,999

合計 119,053 16,946 － 135,999

　（注）　自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによる増加16,946株である。

 

２　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項なし。

 

３　配当に関する事項

　該当事項なし。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 80,615,668 － － 80,615,668

合計 80,615,668 － － 80,615,668

自己株式     

普通株式（注） 135,999 13,917 － 149,916

合計 135,999 13,917 － 149,916

　（注）　自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによる増加13,917株である。

 

２　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項なし。

 

３　配当に関する事項

　該当事項なし。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 

 

　前連結会計年度

　 （自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度

　 （自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 1,275百万円 1,155百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 1,275 1,155

 

EDINET提出書類

神戸電鉄株式会社(E04109)

有価証券報告書

 58/103



（リース取引関係）

　（借主側）

　ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

　　 有形固定資産

　　 運輸業におけるバス車両（機械装置及び運搬具）及びカード集中発行機（機械装置及び運搬具）であ

る。

　② リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

 当社グループは、設備投資計画に照らして、銀行等金融機関からの借入により必要な資金を調達

している。一時的な余資は主に短期的な預金等で運用している。デリバティブは、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針である。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、取引先等の信用リスクに晒されている。

　投資有価証券は、主として取引金融機関の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されている。

　匿名組合出資金は、特別目的会社に対する匿名組合出資であり、発行体の信用リスク及び金利の

変動リスクに晒されている。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日である。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済期間は最長で決算日後15

年である。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されているが、デリバティブ取引（金利スワッ

プ取引）を利用してヘッジしている。

　デリバティブ取引は、主に借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利

スワップ取引である。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの

有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会

計処理基準に関する事項（6）重要なヘッジ会計の方法」を参照。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　提出会社は、売掛金に係る取引先等の信用リスクは、取引先等の企業規模や取引規模等を勘案

し、情報収集を行い、詳細情報等を把握することでリスク低減を図っている。連結子会社について

も、提出会社に準じて、同様の管理を行っている。

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リ

スクはほとんどないと認識している。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　提出会社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ている。

　投資有価証券については、上場株式は四半期毎に時価を、非上場株式等は定期的に発行体（取引

先企業）の財務状況等を把握している。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に従

い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っている。取引実績は、社内規程に基づき、四半期毎に

取締役会に報告している。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　提出会社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の確保により流動性リス

クを管理している。連結子会社においても提出会社に準じて同様の管理を行っている。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがある。また、注記事項「デリバティブ取引

関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引

に係る市場リスクを示すものではない。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない（(注)２．参照）。

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,275 1,275 －

(2）受取手形及び売掛金 1,062 1,062 －

(3）投資有価証券

　　その他有価証券

 

945

 

945

 

－

　資産計 3,284 3,284 －

(1）支払手形及び買掛金 2,191 2,191 －

(2）短期借入金 12,714 12,714 －

(3) 長期借入金 59,558 59,729 171

　負債計 74,463 74,635 171

 デリバティブ取引(*)    

    ヘッジ会計が

　　 適用されているもの
(84) (84) －

　　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（　）で示している。

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,155 1,155 －

(2）受取手形及び売掛金 1,004 1,004 －

(3）投資有価証券

　　その他有価証券
1,040 1,040 －

　資産計 3,200 3,200 －

(1）支払手形及び買掛金 1,994 1,994 －

(2）短期借入金 13,110 13,110 －

(3) 長期借入金 57,406 57,713 307

　負債計 72,511 72,818 307

 デリバティブ取引(*)    

    ヘッジ会計が

　　 適用されているもの
(74) (74) －

　　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（　）で示している。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ている。

(3) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割引いて算定する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対

象とされており（下記デリバティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金

の合計金額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割引いて算定する

方法によっている。

（注）（2）短期借入金及び（3）長期借入金については、連結貸借対照表において短期借入金に含

めている１年以内返済予定額を長期借入金へ組み替えて表示している。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」を参照。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

　非上場株式 72百万円 74百万円

　匿名組合出資金 －百万円 348百万円

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（3）投資有価証券」には含めていない。

 

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

　現金及び預金 1,275 － － －

　受取手形及び売掛金 1,062 － － －

合計 2,338 － － －

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

　現金及び預金 1,155 － － －

　受取手形及び売掛金 1,004 － － －

合計 2,159 － － －
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（注４）長期借入金及び短期借入金の連結決算日後の返済予定額

    前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 12,714 － － － － －

長期借入金 16,051 14,600 10,535 9,588 3,337 5,444

合計 28,765 14,600 10,535 9,588 3,337 5,444

 

    当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 13,110 － － － － －

長期借入金 15,860 12,559 14,791 5,541 2,960 5,692

合計 28,970 12,559 14,791 5,541 2,960 5,692
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）    

(1）株式 733 412 321

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 733 412 321

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）    

(1）株式 211 265 △53

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 211 265 △53

合計 945 677 267
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当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）    

(1）株式 1,040 597 443

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,040 597 443

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）    

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,040 597 443

 

２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 21 13 －

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 115 25 －
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（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項なし。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
ヘッジ会計の方法

 
取引の種類

 
主なヘッジ対象

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

備考
 

原則的処理方法

金利スワップ

変動受取・固定支払
長期借入金 9,309 6,656 △75

 
 ※

 

金利スワップ

固定受取・変動支払
長期借入金 974 755 △8

 金利スワップの特例処理
金利スワップ

変動受取・固定支払
長期借入金 3,850 2,871  （注）

合計 14,133 10,282 △84

※　時価の算定方法

金利スワップ取引　金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
ヘッジ会計の方法

 
取引の種類

 
主なヘッジ対象

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

備考
 

原則的処理方法

金利スワップ

変動受取・固定支払
長期借入金 12,196 9,704 △74

 
 ※

 

金利スワップ

固定受取・変動支払
長期借入金 755 615 △0

 金利スワップの特例処理
金利スワップ

変動受取・固定支払
長期借入金 3,771 2,786  （注）

合計 16,722 13,105 △74

※　時価の算定方法

金利スワップ取引　金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。

 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。
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（退職給付関係）

 

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び連結子会社は、規約型確定給付企業年金制度、中小企業退職金共済制度、確定拠出年金制度、前払退

職金制度及び退職一時金制度を設けている。

　なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

　また、提出会社は、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

 

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く）
(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 5,171百万円 4,904百万円
会計方針の変更による累積的影響額 － △51
会計方針の変更を反映した期首残高 5,171 4,853
勤務費用 183 165
利息費用 62 58
数理計算上の差異の発生額 △37 0
退職給付の支払額 △475 △497

退職給付債務の期末残高 4,904 4,579

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

年金資産の期首残高 2,982百万円 3,327百万円
期待運用収益 80 89
数理計算上の差異の発生額 259 454
事業主からの拠出額 479 466
退職給付の支払額 △475 △497

年金資産の期末残高 3,327 3,841
 
(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 4,904百万円 4,579百万円

年金資産 △3,327 △3,841

 1,577 738
非積立型制度の退職給付債務 － －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,577 738

   
退職給付に係る負債 1,577 738

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,577 738

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

勤務費用 183百万円 165百万円
利息費用 62 58
期待運用収益 △80 △89
会計基準変更時差異の費用処理額 89 89
数理計算上の差異の費用処理額 96 45

確定給付制度に係る退職給付費用 351 269
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(5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

会計基準変更時差異 －百万円 △89百万円
数理計算上の差異 － △499
合　計 － △589

 
(6）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）
会計基準変更時差異 89百万円 －百万円
未認識数理計算上の差異 185 △314
合　計 275 △314

 
(7）年金資産に関する事項
①　年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）
株式 55％ 57％
債券 27 29
その他 18 14
合　計 100 100

 
②　長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮している。

 
(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしている。）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）
割引率 1.2％ 1.2％
長期期待運用収益率 2.7％ 2.7％
予想昇給率等 4.2％ 4.0％
（注）予想昇給率等はポイント制における予想ポイントの上昇率である。
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３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 242百万円 230百万円

退職給付費用 2 22

退職給付の支払額 △8 △25

連結子会社からの除外 － △48

制度への拠出額 △6 △7

退職給付に係る負債の期末残高 230 172

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 167百万円 156百万円

年金資産 △32 △38

 134 118

非積立型制度の退職給付債務 96 54

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 230 172

   

退職給付に係る負債 230 172

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 230 172

 

(3）退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用　　　前連結会計年度20百万円　　　当連結会計年度40百万円

 

４．確定拠出制度

提出会社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度68百万円、当連結会計年度68百万円であ

る。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 

 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

販売用土地評価損 1,652百万円  1,273百万円

退職給付に係る負債 556  424

税務上の繰越欠損金 1,231  1,210

投資有価証券評価損 219  197

資産に係る未実現利益 62  49

その他 152  172

繰延税金資産小計 3,875  3,328

評価性引当額 △3,813  △3,278

繰延税金資産合計 62  49

繰延税金負債    

　資産除去債務 △2  △2

　その他有価証券評価差額金 △49  △94

繰延税金負債合計 △52  △97

繰延税金資産の純額 10  △47

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

る。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

固定資産－繰延税金資産 62百万円  49百万円

固定負債－繰延税金負債 △52  △97

 

 ２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.96％  35.59％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.57％  0.72％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△4.84％  △3.08％

評価性引当額に係る繰延税金資産 △2.21％  △24.44％

繰越欠損金の控除 △16.74％  －

その他 △1.67％  △3.55％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.07％  5.24％

 

 ３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ

等が行われることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.59％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.02％に、平成28年４

月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.25％となる。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額は10百万円減少し、法人税等調整額（貸方）が０百万円、その他有価証券

評価差額金が９百万円増加している。

　また、再評価に係る繰延税金負債は379百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加している。
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（賃貸等不動産関係）

提出会社及び一部の連結子会社は、主に兵庫県内において、賃貸用のビル（土地を含む。）を有している。

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は748百万円（賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は

営業費に計上）である。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は779百万円（賃貸収益は営

業収益に、賃貸費用は営業費に計上）である。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりである。

 

 

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高　（百万円） 12,606 12,635

 期中増減額（百万円） 28 974

 期末残高　（百万円） 12,635 13,609

期末時価　（百万円） 12,568 13,569

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

　　　 ２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増減額は自社使用ビルの一部を賃貸化したことによる増加

（133百万円）であり、減少額は当該賃貸ビル等の減価償却費（165百万円）である。当連結会計年度

の主な増減額は新たに賃貸ビルを取得したことによる増加（1,963百万円）であり、減少額は事業土地

の売却（920百万円）及び賃貸ビル等の減価償却費（154百万円）である。

　　　 ３．期末の時価は、重要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、そ

の他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額である。ただし、第三

者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適正に市場価格を反映していると考えられる

指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっている。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。

　当社グループは、コア事業である運輸業、不動産業及び流通業を中心に地域社会に根ざした事業の展開

を進めている。

　当社グループは、上記３つの事業グループのセグメントから構成されており、「運輸業」、「不動産

業」及び「流通業」の３つを報告セグメントとしている。

　「運輸業」は、鉄道事業、バス事業及びタクシー業の３つの事業で構成されている。「不動産業」は、

土地建物販売の不動産販売業、土地建物賃貸及び駐車場の経営等の不動産賃貸業の２つの事業で構成され

ている。「流通業」は、スーパーマーケット及び駅売店の物品販売業で構成されている。

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額
連結
財務諸表
計上額 運輸業 不動産業 流通業 計

営業収益         

(1）外部顧客への営業収益 12,790 1,717 6,189 20,697 2,067 22,764 － 22,764

(2）セグメント間の内部営業収益

又は振替高
17 88 1 107 827 934 (934) －

計 12,807 1,806 6,190 20,804 2,894 23,698 (934) 22,764

セグメント利益 884 600 170 1,655 177 1,832 (25) 1,807

セグメント資産 75,359 15,847 1,132 92,339 3,349 95,688 1,821 97,510

減価償却費 2,305 231 87 2,624 87 2,712 (18) 2,694

有形固定資産及び無形固定資産の増

加額
1,846 267 80 2,194 90 2,285 (47) 2,237

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、健康・保育事業及び建設業他

を含んでいる。

 

　　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額
連結
財務諸表
計上額 運輸業 不動産業 流通業 計

営業収益         

(1）外部顧客への営業収益 12,659 1,718 6,265 20,643 2,003 22,646 － 22,646

(2）セグメント間の内部営業収益

又は振替高
40 260 10 311 877 1,189 (1,189) －

計 12,699 1,979 6,275 20,954 2,881 23,835 (1,189) 22,646

セグメント利益 850 713 90 1,655 220 1,876 (35) 1,840

セグメント資産 74,319 17,260 672 92,252 2,431 94,683 1,789 96,472

減価償却費 2,227 233 58 2,519 80 2,599 (18) 2,580

減損損失 － 34 7 42 － 42 － 42

有形固定資産及び無形固定資産の増

加額
1,796 2,124 53 3,974 107 4,081 (52) 4,028

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、健康・保育事業及び建設業他

を含んでいる。
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（追加情報）

　当連結会計年度において当社は流通業のうち食品スーパー事業を子会社の株式会社神鉄エンタープライズ

に、また、駅売店業を子会社の神鉄観光株式会社に、それぞれの事業を譲渡した。

　これに伴い、提出会社は施設等を両社に賃貸することとなったため、当連結会計年度において不動産業のセ

グメント間の内部営業収益又は振替高が178百万円、運輸業のセグメント間の内部営業収益又は振替高が24百

万円増加するとともに、流通業のセグメント利益が同額減少している。

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

 
（単位：百万円）

営業収益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 20,804 20,954

「その他」の区分の営業収益 2,894 2,881

セグメント間取引消去 △934 △1,189

連結財務諸表の営業収益 22,764 22,646

 
（単位：百万円）

利益 　前連結会計年度 　当連結会計年度

報告セグメント計 1,655 1,655

「その他」の区分の利益 177 220

のれんの償却額（注） △6 △6

セグメント間取引消去 △18 △28

連結財務諸表の営業利益 1,807 1,840

（注）主な内容は、平成20年度の㈱神鉄コミュニティサービスの完全子会社化に伴い発生したのれんの償却額であ

る。

 
（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 92,339 92,252

「その他」の区分の資産 3,349 2,431

のれんの未償却残高（注）１ 33 26

全社資産（注）２ 1,788 1,762

連結財務諸表の資産合計 97,510 96,472

（注）１．主な内容は、平成20年度の㈱神鉄コミュニティサービスの完全子会社化に伴い発生したのれんの未償却

残高である。

　　 ２．全社資産は、主に提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）であ

る。

（単位：百万円）

 
 

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

 
　前連結

　会計年度

　当連結

　会計年度

　前連結

　会計年度

　当連結

　会計年度

　前連結

　会計年度

　当連結

　会計年度

　前連結

　会計年度

　当連結

　会計年度

減価償却費 2,624 2,519 87 80 △18 △18 2,694 2,580

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

2,194 3,974 90 107 △47 △52 2,237 4,028
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【関連情報】

　前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

 

２．地域ごとの情報

　(1) 営業収益

　　　本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はない。

　(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への営業収益のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため記載を

省略している。

 

　当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

 

２．地域ごとの情報

　(1) 営業収益

　　　本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はない。

　(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への営業収益のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため記載を

省略している。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

　該当事項なし。

 

　当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　重要性がないため、記載を省略している。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項なし。
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【関連当事者情報】

　　　　　　１．関連当事者との取引

　　　　　　　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　　　連結財務諸表提出会社のその他の関係会社並びに当該その他の関係会社の親会社及び子会社

　　　　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　　　　該当事項なし。

 

　　　　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の
関係会社
の子会社

阪急電鉄㈱ 大阪市北区 100 鉄道事業
（被所有）
 直接 0.97

不動産売買
役員の兼任

不動産売買
買取代金
(注2の a)

1,939 － －

その他の
関係会社
の子会社

阪急不動産
㈱

大阪市北区 12,426
不動産賃貸
事業

（被所有）
 直接  －

不動産売買

不動産売買
(注2の b)
売却代金
売却益

 
 

1,100
179

－ －

　　　　　　　(注) 1　取引金額には消費税等を含めていない。

　　　　　　　    2　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　　     　a.不動産鑑定士の鑑定価格を参考にして交渉により決定している。

　　　　　　　     　b.取引事例及び基準地価をもとに土地の条件の格差を勘案して交渉により決定している。

 

　　　　　　　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　　　　　　該当事項なし。

 

　　　　　　２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　　　　　　該当事項なし。

 

（１株当たり情報）

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 146円20銭 172円74銭

１株当たり当期純利益金額 7円53銭 13円76銭

（注）１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

（注）２. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。
 

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当期純利益（百万円） 606 1,107

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 606 1,107

普通株式の期中平均株式数（千株） 80,488 80,473

 

（重要な後発事象）

         該当事項なし。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 12,714 13,110 1.3 －

１年以内に返済予定の長期借入金 16,051 15,860 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 108 100 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 43,506 41,546 1.3 平成28年～42年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 189 221 － 平成28年～34年

その他有利子負債     

未払金（１年以内返済） 430 342 0.6 －

長期未払金（１年超） 448 626 0.6 平成28年～32年

合計 73,449 71,807 － －

　（注）１　「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していない。

３　その他有利子負債の未払金、長期未払金については、変電所機械（４変電所）及び駅務機器等（改札機外）

の割賦購入代金並びに鉄道車両（40両）の長期分割購入代金である。

４ 長期借入金には、兵庫県・神戸市からの無利子借入金（4,000百万円）が含まれている。

５　長期借入金、リース債務及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年

内における返済予定額は以下のとおりである。

 

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 12,559 14,791 5,541 2,960

リース債務 70 55 42 25

その他有利子負債 245 170 127 83

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略している。

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収益 （百万円） 5,759 11,341 17,021 22,646

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額
（百万円） 397 514 942 1,168

四半期（当期）純利益金額 （百万円） 382 497 910 1,107

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 4.76 6.19 11.32 13.76

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
（円） 4.76 1.43 5.13 2.45
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,045 942

未収運賃 776 648

未収金 911 717

未収収益 70 82

販売土地及び建物 1,135 976

貯蔵品 428 420

前払費用 45 113

その他の流動資産 223 50

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 4,637 3,951

固定資産   

鉄道事業固定資産   

有形固定資産 130,207 130,642

減価償却累計額 △59,495 △60,571

有形固定資産（純額） 70,712 70,071

無形固定資産 406 485

鉄道事業固定資産合計 ※１,※２ 71,119 ※１,※２ 70,557

兼業固定資産   

有形固定資産 23,542 23,979

減価償却累計額 △7,538 △7,386

有形固定資産（純額） 16,004 16,593

無形固定資産 258 248

兼業固定資産合計 16,262 16,842

建設仮勘定   

鉄道事業 1,127 899

建設仮勘定合計 1,127 899

投資その他の資産   

関係会社株式 856 871

投資有価証券 ※１ 922 ※１ 1,357

長期前払費用 26 22

その他の投資等 196 184

投資評価引当金 △246 △200

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 1,736 2,218

固定資産合計 90,245 90,517

資産合計 94,883 94,468
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１,※４,※５ 11,164 ※１,※４,※５ 12,320

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※５ 16,051 ※１,※５ 15,820

リース債務 12 12

未払金 2,043 1,975

未払費用 444 422

未払消費税等 28 186

未払法人税等 64 20

預り連絡運賃 258 173

預り金 229 249

前受運賃 622 436

前受金 129 133

前受収益 55 111

その他の流動負債 ※６ 109 ※６ 125

流動負債合計 31,213 31,988

固定負債   

長期借入金 ※１,※５ 43,506 ※１,※５ 41,386

リース債務 31 21

繰延税金負債 47 93

再評価に係る繰延税金負債 3,895 3,663

退職給付引当金 1,301 1,053

投資損失引当金 445 220

長期未払金 448 626

長期預り保証金 822 897

その他の固定負債 ※６ 757 ※６ 724

固定負債合計 51,256 48,686

負債合計 82,470 80,674

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,710 11,710

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △450 561

利益剰余金合計 △450 561

自己株式 △38 △43

株主資本合計 11,221 12,229

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 202 334

繰延ヘッジ損益 △84 △74

土地再評価差額金 1,072 1,304

評価・換算差額等合計 1,190 1,564

純資産合計 12,412 13,793

負債純資産合計 94,883 94,468
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

鉄道事業営業利益   

営業収益   

旅客運輸収入 9,570 9,395

運輸雑収 191 237

鉄道事業営業収益合計 9,761 9,632

営業費   

運送営業費 5,500 5,525

一般管理費 632 641

諸税 643 622

減価償却費 2,174 2,105

鉄道事業営業費合計 ※１ 8,952 ※１ 8,895

鉄道事業営業利益 809 737

兼業営業利益   

営業収益   

土地建物分譲収入 223 232

土地物件貸付料 1,144 1,288

物品販売業収入 5,904 －

その他の収入 1,332 1,382

兼業営業収益合計 8,604 2,903

営業費   

売上原価 6,344 761

販売費及び一般管理費 1,041 952

諸税 144 139

減価償却費 325 282

兼業営業費合計 ※１ 7,856 ※１ 2,135

兼業営業利益 748 767

全事業営業利益 1,557 1,505

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 ※１ 112 ※１ 123

物品売却益 16 19

受託工事益 10 12

受取保険金 29 107

雑収入 21 55

営業外収益合計 192 320

営業外費用   

支払利息 1,040 954

雑支出 45 57

営業外費用合計 1,085 1,011

経常利益 664 814
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 － ※２ 179

工事負担金等受入額 474 336

その他 11 64

特別利益合計 485 580

特別損失   

工事負担金等圧縮額 474 336

鉄道事故復旧費 122 －

災害復旧費 － ※３ 104

投資損失引当金繰入額 49 －

貸倒引当金繰入額 10 －

その他 5 73

特別損失合計 662 514

税引前当期純利益 488 880

法人税、住民税及び事業税 △38 △80

法人税等調整額 △0 △0

法人税等合計 △38 △80

当期純利益 526 960
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【営業費明細表】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額
（百万円）

金額
（百万円）

Ⅰ　鉄道事業営業費        

１　運送営業費 ※1,2       

人件費  2,953   2,933   

経費  2,547   2,591   

計   5,500   5,525  

２　一般管理費 ※２       

人件費  492   467   

経費  140   173   

計   632   641  

３　諸税   643   622  

４　減価償却費   2,174   2,105  

鉄道事業営業費合計    8,952   8,895

Ⅱ　兼業営業費        

１　売上原価        

土地建物原価  257   251   

物品販売業原価  5,601   －   

その他  485   509   

計   6,344   761  

２　販売費及び一般管理費 ※２       

人件費  277   233   

経費  763   719   

計   1,041   952  

３　諸税   144   139  

４　減価償却費   325   282  

兼業営業費合計    7,856   2,135

全事業営業費合計    16,808   11,031

        

 

　事業別営業費合計の100分の10を超える主な費用並びに営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額等は、次のと

おりである。

（注）※１　鉄道事業営業費　運送営業費

 

前事業年度

（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

給与 2,196百万円 2,190百万円

 

　　　※２　営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額等

 

前事業年度

（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

退職給付費用 351百万円 269百万円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金

 繰越利益剰余金

当期首残高 11,710 △976 △32 10,701

会計方針の変更による累積的
影響額

 －  －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

11,710 △976 △32 10,701

当期変動額     

当期純利益  526  526

自己株式の取得   △5 △5

土地再評価差額金の取崩  －  －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

    

当期変動額合計 － 526 △5 520

当期末残高 11,710 △450 △38 11,221

 

      

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

当期首残高 120 △99 1,072 1,093 11,794

会計方針の変更による累積的
影響額

    －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

120 △99 1,072 1,093 11,794

当期変動額      

当期純利益     526

自己株式の取得     △5

土地再評価差額金の取崩     －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

82 15  97 97

当期変動額合計 82 15 － 97 617

当期末残高 202 △84 1,072 1,190 12,412
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

   (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金

 繰越利益剰余金

当期首残高 11,710 △450 △38 11,221

会計方針の変更による累積的
影響額

 51  51

会計方針の変更を反映した当期
首残高

11,710 △399 △38 11,273

当期変動額     

当期純利益  960  960

自己株式の取得   △5 △5

土地再評価差額金の取崩  0  0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

    

当期変動額合計 － 961 △5 956

当期末残高 11,710 561 △43 12,229

 

      

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

当期首残高 202 △84 1,072 1,190 12,412

会計方針の変更による累積的
影響額

    51

会計方針の変更を反映した当期
首残高

202 △84 1,072 1,190 12,463

当期変動額      

当期純利益     960

自己株式の取得     △5

土地再評価差額金の取崩     0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

132 9 231 373 373

当期変動額合計 132 9 231 373 1,329

当期末残高 334 △74 1,304 1,564 13,793
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【注記事項】

（重要な会計方針）

 

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定している。）

②　時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

但し、匿名組合への出資については、当該匿名組合の財産の持分相当額を計上している。

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっている。

(1) 販売土地及び建物

個別法

(2) 貯蔵品

移動平均法

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

①　鉄道事業取替資産

　取替法（定額法）

②　その他の有形固定資産

　定額法

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用している。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 投資評価引当金

　関係会社株式について実質価額を適正に評価するため、相手先の財政状態等を勘案し、計上を要すると認められる

金額を計上している。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

る。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定方式基準によっている。

②数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　　会計基準変更時差異（1,349百万円）は、15年による按分額を費用処理している。

　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。
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(4) 投資損失引当金

　投資に対する損失に備えるため、相手先の財政状態等を勘案し、出資金額を超えて負担することとなる損失見込額

を計上している。

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。

　なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を行っている。また、社内規程に基づく限度額の範囲

内で利用することを基本方針とする。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であ

るため有効性の評価を省略している。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっている。

(2) 工事負担金等の会計処理

　鉄道事業における施設の改築工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け

ている。

　工事負担金等を受け入れて取得した固定資産のうち、資産価値や機能の向上が見込まれるもの（橋梁改築工事等）

については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額せず、固定資産に計

上し、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上している。

　また、資産価値や機能の向上が見込まれないもの（踏切道拡幅工事等）については、工事完成時に当該工事負担金

等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額し、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に

計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上している。

　なお、鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金については、これを工事負担金等受入額として特別利益に計上す

るとともに、工事完成時に固定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上して

いる。工事負担金等受入額及び工事負担金等圧縮額に含まれる当該補助金は、当事業年度336百万円、前事業年度470

百万円である。

(3) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用

としている。

(4) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用している。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日）

を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、並びに割引率の決定方法の基礎となる債券の期間について従業員

の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごと

の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更している。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当

事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減

している。

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が51百万円減少し、繰越利益剰余金が51百万円増加してい

る。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微である。

 なお、当事業年度の１株当たり純資産額は、0.64円増加している。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりである。

 

 

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

鉄道事業固定資産

（鉄道財団）
69,706百万円 68,926百万円

投資有価証券 324 267

計 70,030 69,194

 

　　　担保付債務は、次のとおりである。

 

 

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

長期借入金 13,871百万円 12,952百万円

（うち財団抵当） (13,061) (12,474)

短期借入金 2,060 2,060

計 15,931 15,012

　なお、長期借入金には、１年以内返済予定額を含んでいる。

 

※２　工事負担金等による鉄道事業固定資産の圧縮累計額は、次のとおりである。

 

 

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

工事負担金等圧縮累計額 54,807百万円 55,096百万円

 

　３　偶発債務については、下記の会社の借入金に対して次のとおり保証を行っている。

 

 

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

㈱神鉄ビジネスサポート 1,550百万円 990百万円

　なお、上記会社との関係内容については「第１　企業の概況」の「３　事業の内容」及び「４　関係会社の状

況」に記載している。

 

※４　当社は、資金調達の機動性確保・安定化を図る目的で、コミットメントライン契約を平成26年３月27日付け（取

引金融機関８社）及び平成27年３月27日付け（取引金融機関８社）で締結している。この契約に基づく借入未実行

残高は次のとおりである。

 

 

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

平成26年３月27日付け締結   

契約の総額 5,300百万円 5,300百万円

借入実行残高 － 3,710

借入未実行残高 5,300 1,590

 

 

 

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

平成27年３月27日付け締結   

契約の総額 －百万円 5,300百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 － 5,300
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※５　財務制限条項

前事業年度（平成26年３月31日）

　当社の平成23年10月17日締結及び平成26年１月29日締結の金銭消費貸借契約、平成25年３月29日締結及び平成26

年３月27日締結のコミットメントライン契約、平成23年12月26日締結及び平成25年２月25日締結のシンジケート

ローン契約には、それぞれ下記の財務制限条項が付されている。

(1）平成23年10月17日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各年度の決算期及び第２四半期の末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株

予約権」、「少数株主持分」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成23年３月決算期の末日

における連結の貸借対照表に記載されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」、「少数株主持分」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％の金額以上に維持すること。

②　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成23年３月決算期の末日における単体の貸借対照表に記載

されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％

の金額以上に維持すること。

③　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにするこ

と。

④　各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにするこ

と。

⑤　各年度の決算期の末日において、連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、連結損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

⑥　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、単体損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

(2）平成26年１月29日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

(3）平成25年３月29日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金

額をいう。）を、平成24年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額以上に維持すること。

②　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をいう。）

を、平成24年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相当

する金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、

１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計算

書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持するこ

と。

④　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借

入金、１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の
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損益計算書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維

持すること。

(4）平成26年３月27日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対照表にお

ける純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金額をい

う。）を、平成25年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に

相当する金額以上に維持すること。

②　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸借対照表

における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をいう。）を、平成

25年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相当する金額

以上に維持すること。

③　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以内

返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計算書におけ

る営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。

④　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以

内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の損益計算書に

おける営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。

(5）平成23年12月26日締結のシンジケート・ローン契約に付されている条項

①　各年度の決算期の末日における単体及び連結の自己資本の合計金額を、前決算期の末日または平成23年３月期

の末日の単体及び連結の自己資本の合計金額のいずれか大きい方の金額の75％以上の金額に維持すること。

②　各年度の決算期の単体及び連結の経常利益について２期連続の赤字を回避すること。

③　各年度の決算期の単体及び連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内返済長期借入

金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を単体及び連結の損益計算書に記載される営業損益、

受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

(6）平成25年２月25日付け締結のシンジケートローン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。
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当事業年度（平成27年３月31日）

　当社の平成26年１月29日締結及び平成26年10月29日締結の金銭消費貸借契約、平成26年３月27日締結及び平成27年

３月27日締結のコミットメントライン契約、平成23年12月26日締結及び平成25年２月25日締結のシンジケートロー

ン契約には、それぞれ下記の財務制限条項が付されている。

(1）平成26年１月29日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成25年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

（2）平成26年10月29日付け締結の金銭消費貸借契約に付されている条項

①　各年度の決算期及び第２四半期の末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株

予約権」、「少数株主持分」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成26年３月決算期の末日

における連結の貸借対照表に記載されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」、「少数株主持分」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％の金額以上に維持すること。

②　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び

「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額を、平成26年３月決算期の末日における単体の貸借対照表に記載

されている純資産の部の合計金額から「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額の75％

の金額以上に維持すること。

③　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、平成27年３月期以降の決算期につき、２期

連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、平成28年３月決算期及びそ

の直前の期の決算を対象として行われる。

④　各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、平成27年３月期以降の決算期につき、２期

連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、平成28年３月決算期及びそ

の直前の期の決算を対象として行われる。

⑤　各年度の決算期の末日において、連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、連結損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

⑥　各年度の決算期の末日において、単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年

以内返済予定の長期借入金、１年以内償還予定の社債、社債等）の合計金額が、単体損益計算書における営業損

益、受取利息、受取配当金及び減価償却費を加算した金額を20倍した金額を上回らないこと。

(3）平成26年３月27日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対照表にお

ける純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金額をい

う。）を、平成25年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に

相当する金額以上に維持すること。

②　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸借対照表

における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をいう。）を、平成

25年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相当する金額

以上に維持すること。

③　各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以内

返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計算書におけ

る営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。

④　各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入金、１年以

内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の損益計算書に

おける営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持すること。
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(4）平成27年３月27日付け締結のコミットメントライン契約に付されている条項

①　借入人は、各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借

対照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した

金額をいう。）を、平成26年３月期末日における報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

の75％に相当する金額以上に維持すること。

②　借入人は、各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の

貸借対照表における純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額をい

う。）を、平成26年３月期末日における報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％

に相当する金額以上に維持すること。

③　借入人は、各事業年度末日における報告書等の連結貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入

金、1年以内返済予定長期借入金、1年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の連結損益計

算書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持する

こと。

④　借入人は、各事業年度末日における報告書等の単体の貸借対照表における有利子負債（短期借入金、長期借入

金、1年以内返済予定長期借入金、1年以内償還予定社債及び社債等）の合計金額を、当該報告書等の単体の損益

計算書における営業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以下に維持す

ること。

(5）平成23年12月26日締結のシンジケート・ローン契約に付されている条項

①　各年度の決算期の末日における単体及び連結の自己資本の合計金額を、前決算期の末日または平成23年3月期の

末日の単体及び連結の自己資本の合計金額のいずれか大きい方の金額の75％以上の金額に維持すること。

②　各年度の決算期の単体及び連結の経常利益について２期連続の赤字を回避すること。

③　各年度の決算期の単体及び連結の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内返済長期借入

金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を単体及び連結の損益計算書に記載される営業損益、

受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

(6）平成25年２月25日付け締結のシンジケートローン契約に付されている条項

①　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除し

た金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②　各第２四半期会計期間末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表から計算される自己資本の合計金額

（連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計

金額を控除した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における連結貸借対照表から計算される自己資本

の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結貸借対照表から計算される自己資本の

合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額（単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額。以

下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金額の75％に相

当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

④　各第２四半期会計期間末日における借入人の財務書類等の単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額（単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除

した金額。以下、同じ。）を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表から計算される自己資本の合計金

額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

⑤　各事業年度末日における借入人の報告書等の連結貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以内

返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、連結損益計算書に記載される営業損

益、受取利息、受取配当金及び連結キャッシュフロー計算書に記載される減価償却費の合計金額の20倍に相当す

る金額以上としないこと。

⑥　各事業年度末日における借入人の報告書等の単体の貸借対照表に記載される有利子負債（短期借入金、１年以

内返済長期借入金、長期借入金、１年以内償還社債、社債等）の合計金額を、単体の損益計算書に記載される営

業損益、受取利息、受取配当金及び減価償却費の合計金額の20倍に相当する金額以上としないこと。

 

※６　三田線複線化工事の事業資金のうち地方公共団体からの預り金残高は、次のとおりである。

 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

　流動負債　その他 40百万円 40百万円

　固定負債　その他 644 604

　計 685 644
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれている。

 

  前事業年度

　（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

当事業年度

　（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

営業外収益 受取配当金 91百万円 102百万円

営業費 鉄道事業営業費 537 629

 兼業営業費 6,006 403

(うち、関係会社からの仕入高) (5,605) ( 16)

 

※２　固定資産売却益

  前事業年度

　（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

当事業年度

　（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

土地の売却益 －百万円 179百万円

 

※３　災害復旧費

  前事業年度

　（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

当事業年度

　（自　平成26年４月１日

　 至　平成27年３月31日）

台風による被害箇所に係る主に復旧費 －百万円 104百万円

 

（有価証券関係）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　　（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

 

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

　子会社株式 807百万円 807百万円

　関連会社株式 4 4

計 812 812

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 
 

当事業年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

販売用土地評価損 1,652百万円  1,273百万円

退職給付引当金 463  356

投資有価証券評価損 716  260

投資損失引当金 158  70

投資評価引当金 87  64

税務上の繰越欠損金 1,200  1,210

その他 110  124

繰延税金資産小計 4,389  3,360

評価性引当額 △4,389  △3,360

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

資産除去債務 △1  △1

その他有価証券評価差額金 △45  △92

繰延税金負債合計 △47  △93

繰延税金資産の純額 －  －

 

 ２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.96％  35.59％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.75％  0.73％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△7.00％  △4.09％

評価性引当額に係る繰延税金資産 △2.47％  △32.23％

繰越欠損金の控除 △24.19％  －

住民税均等割額 2.05％  1.14％

連結納税に伴う影響額 △14.14％  △9.59％

その他 △1.76％  △0.69％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △7.80％  △9.14％

 

 ３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が

行われることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.59％

から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.02％に、平成28年４月１日に開

始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.25％となる。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額は９百万円減少し、法人税等調整額（貸方）が０百万円、その他有価証券

評価差額金が９百万円増加している。

　また、再評価に係る繰延税金負債は379百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加している。
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（企業結合等関係）

 当社は平成26年２月27日開催の取締役会において、当社の流通事業である食品スーパー事業を子会社の株式会

社神鉄エンタープライズに、また、駅売店業を子会社の神鉄観光株式会社に、それぞれの事業を譲渡することを

決議し、平成26年４月１日付けで譲渡した。

１．当該事業の譲渡先の名称

（１）株式会社神鉄エンタープライズ

（２）神鉄観光株式会社

２．事業譲渡の目的

 当社の流通事業は、食品スーパー事業と駅売店業を中心に展開しており、運営についてはそれぞれ子会社の株

式会社神鉄エンタープライズと神鉄観光株式会社が行っている。

 今般、食品スーパー事業を株式会社神鉄エンタープライズに、駅売店業を神鉄観光株式会社にそれぞれ事業譲

渡することにより、事業運営の機動性を一層高めるとともに経営資源の一元化を図り、当社グループの流通事業

の競争力をより強化することとした。

３．譲渡した事業の内容及び事業譲渡日

（１）譲渡事業

     食品スーパー事業

     駅売店業

（２）譲渡事業の営業収益（平成26年３月期）

     食品スーパー事業   5,189百万円

     駅売店業             691百万円

（３）譲渡資産の内容

     食品スーパー事業   固定資産 204百万円

     駅売店業           固定資産   6百万円

（４）譲渡日

     平成26年４月１日

４．実施した会計処理の概要

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として処理している。

 

（重要な後発事象）

         該当事項なし。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

株式会社みなと銀行 832,000 231

株式会社ノザワ 277,000 154

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 282,944 140

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 29,136 134

神栄株式会社 397,000 77

日工株式会社 136,000 59

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 72,980 54

山陽電気鉄道株式会社 110,250 52

株式会社大和証券グループ本社 30,000 28

株式会社北摂コミュニティ開発センター 50,000 25

その他（14銘柄） 144,842 51

計 2,362,152 1,009

 

 

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

（匿名組合出資）   

合同会社ブリッジワン － 150

合同会社ブリッジセカンド － 198

計 － 348
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

減価償却累
計額又は償
却累計額
（百万円）

 
差引当期末
残高
（百万円）

当期償却額
（百万円）

有形固定資産

土地
33,762

[ 4,968]

1,667

 

901

[ 0]

34,529

[ 4,967]
－ － 34,529

建物 19,961 495
521

( 14)
19,935 12,297 435 7,637

構築物 67,108 1,384 452 68,040 28,971 1,214 39,068

車両 22,885 107 735 22,257 19,359 287 2,897

機械装置 8,672 213
325

( 4)
8,560 6,241 286 2,319

工具・器具・備品 1,359 47 106 1,300 1,087 56 213

建設仮勘定 1,127 4,028 4,255 899 － － 899

計 154,877 7,943
7,299

( 19)
155,521 67,957 2,279 87,564

無形固定資産

連絡通行施設利用権 － － － 17 17 0 －

電気供給施設利用権 － － － 6 4 0 1

水道施設利用権 － － － 4 4 0 0

公共施設利用権 － － － 18 12 0 5

ソフトウェア － － － 700 313 97 386

その他 － － － 428 87 9 340

計 － － － 1,174 440 108 734

長期前払費用 26 － 3 22 － － 22

繰延資産         

　　　－  － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　当期の増加額のうち主なものは、次のとおりである。

　土         地 不動産事業（賃貸ビル用地） 1,649 

　建         物 不動産事業（賃貸ビル） 314 

　建 設 仮 勘 定 不動産事業（賃貸ビル）取得 1,963 
 
２　無形固定資産の金額は資産の総額の100分の１以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当

期減少額」の記載を省略している。

３　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額である。

４　土地及び有形固定資産の当期首残高及び当期末残高における［　］内は内書きで、土地の再評価に関する法

律（平成10年法律第34号）により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額である。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
当期末残高
（百万円）

摘要
目的使用
（百万円）

その他
（百万円）

貸 倒 引 当 金 20 － － 0 20  

投 資 損 失 引 当 金 445 － 225 － 220  

投 資 評 価 引 当 金 246 － － 46 200  

 （注）１　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。

       ２　投資評価引当金の当期減少額（その他）は、当期における相手先の財政状態等を勘案したことによる取崩で

ある。

EDINET提出書類

神戸電鉄株式会社(E04109)

有価証券報告書

 96/103



（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。

 

（３）【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数  1,000株

単元未満株式の

買取り

取扱場所(特別口座)
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人(特別口座)
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料 無料

公告掲載方法

　電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告によるこ

とができない場合は、神戸市において発行する神戸新聞に掲載して行う。

電子公告掲載ホームページアドレス　http://www.shintetsu.co.jp/koukoku/

株主に対する特典

　３月末日、９月末日現在で当社株式を所有する株主に対し、次表のとおり電車全線（神戸

高速線を除く）株主優待乗車証、乗車券、「有馬温泉　太閤の湯」優待券・割引券、「有馬

ビューホテルうらら」宿泊割引券を発行する。

・優待乗車証
 

所有株式数 乗車証

9,700株～ 99,999株 １枚

100,000株～299,999株 ２枚

300,000株～499,999株 ３枚

500,000株～999,999株 ４枚

1,000,000株～ ５枚
 
　　　　　　 ・乗車券、「有馬温泉　太閤の湯」優待券・割引券

所有株式数 乗車券 優待券 割引券

1,000株～11,000株 ４枚 ２枚 ２枚

11,001株～ ６枚 ３枚 ２枚
 

（注）１　「有馬温泉　太閤の湯」優待券は、入館時に施設利用料500円（消

費税込）が必要。

２　「有馬温泉　太閤の湯」割引券は、通常料金を大人1,600円、小学

生1,000円、幼児200円の割引料金で利用可能。

３　優待券・割引券ともに、別途入湯税が必要（７歳未満の方および平

日の小学生は除く）

・「有馬ビューホテルうらら」宿泊割引券

所有株式数 宿泊割引券

1,000株～ ２枚

（注）「有馬ビューホテルうらら」宿泊時に15％割引券として利用可能。

通用期間　　　３月末現在所有株主　　同年６月～11月

９月末現在　 〃 　　　同年12月～翌年５月

　（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）
有価証券報告書及びその添付

書類並びに確認書

（事業年度

（第139期）

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

平成26年６月13日

関東財務局長に提出。

(2）
内部統制報告書及び

その添付書類
  

平成26年６月13日

関東財務局長に提出。

(3）

 

四半期報告書及び確認書

 

　（第140期第１四半期

 

　（第140期第２四半期

 

　（第140期第３四半期

 

　自　平成26年４月１日

　至　平成26年６月30日）

　自　平成26年７月１日

　至　平成26年９月30日）

　自　平成26年10月１日

　至　平成26年12月31日）

平成26年８月13日

関東財務局長に提出。

平成26年11月13日

関東財務局長に提出。

平成27年２月13日

関東財務局長に提出。

（4）臨時報告書

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書である。

平成26年６月16日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成27年６月12日

神戸電鉄株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺野　禎彦　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 溝   静太　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる神戸電鉄株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、神

戸電鉄株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、神戸電鉄株式会社の平成27年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、神戸電鉄株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

   ２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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 独立監査人の監査報告書  
 

 平成27年６月12日

神戸電鉄株式会社  

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺野　禎彦　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 溝 　静太　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる神戸電鉄株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第140期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、神戸電

鉄株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

   ２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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